




は じ め に      

公健協会（公害健康被害補償予防協会）は、大気汚染による健康

被害を予防するための各種事業（健康被害予防事業）を実施してい

ます。昭和63年から実施している本事業は、拠出事業者等からの拠

出金と国からの出資金によって造成された基金の運用益を財源とし

て、人の健康に関する環境保健の分野と大気環境の改善に関する分

野の２分野において進められており、関係各位のご努力により着実

に地域に根付くとともに、当協会においても事業の実施を通じ幾多

の有益な知見が蓄積されてきています。

本書は、環境改善の分野の調査研究として実施している「より低

公害な自動車の普及対策に関する調査研究」の一課題として、平成

10年度から12年度（1998～2000）の３年間にわたって、財団法人日

本自動車研究所に委託して実施した「ディーゼル排気微粒子除去フ

ィルターシステムの汎用性向上に関する調査報告書」の内容を平易

に再編集したものです。

ディーゼル排気微粒子除去フィルター（ＤＰＦ）システムは、エ

ンジンの排気系に装着したフィルター内に、自動車の排気ガス中の

粒子状物質（ＰＭ）を捕集し、電熱線による焼却や触媒の作用等に

より除去する装置であり、ディーゼル排出ガス低減対策として近年

特に注目されています。

この調査では、ＤＰＦの汎用性向上のため、ディーゼルトラック

用ＤＰＦシステムを設計・試作して性能調査を行うとともに、自動

車メーカによって開発されたシステムを東京都、横浜市、川崎市、

名古屋市、仙台市の５自治体の塵芥車（ごみ収集車）に装着し、現

場での走行に適合した走行試験を行いました。その結果、バス用の

ものに続き、塵芥車を想定した小・中型トラック用ＤＰＦシステム

も構築されたと言えるようになったところです。

自動車環境対策に従事する関係者の方々により、本調査の成果が、

都市における大気汚染の克服のため、幅広く役立てていただければ

幸いです。

　平成14年３月

公健協会

理事　田島　邦宏
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ディーゼル排気微粒子除去フィルター（DPF）システム

の汎用性向上に関する調査

大都市地域における浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準の達成状況は低いレベルで推移している。

この原因の一つにディーゼル自動車から排出される粒子状物質（PM）が挙げられる。ディーゼル自動

車のPM低減対策としては、エンジン燃焼改善に加え、ディーゼル排気微粒子除去フィルタ（DPF）等

による排出物質の後処理が有効な方法の一つと考えられている。このような背景から、平成８年度ま

での調査により路線バス用自動再生DPFシステムが開発され、その実用性が実証された。

その後､更なる大都市地域の大気環境改善のためには、路線バス以外のディーゼル自動車、特にト

ラックへのDPF装着を進める必要があることから、平成９年度から11年度までの３年間に従来のDPFシ

ステムの技術を向上させ、より汎用性を高めるための調査を行った。対象としたのは、塵芥車を想定

した小型・中型トラック（２トン積み、４トン積み）用DPFシステムである。

平成９年度は、当時、小型・中型トラックに装着できるDPFシステムが存在しなかったため、DPF

非装着状態の２トン積みトラックのPM、排出ガスおよび黒煙について測定を行い、その結果と国内外

のDPF開発に関する情報を基に、種々の車両に適用できる汎用性の高いDPFシステムを設計した。設計

に先立って、①DPFシステム全体、②再生システム、③基本型式についての３項目を検討し、将来性

の高い汎用性向上型DPFシステムのコンセプトをまとめた。DPFシステム全体は酸化触媒、電気ヒータ、

セラミックフィルタの３体で構成した交互再生式とし、再生システムは電気ヒータとした。基本形式

は炭化珪素モノリスのフィルタを２本並列に配置し、バイパスは設けないこととした。このコンセプ

トに基づき、第１次汎用性向上型DPFシステムを設計、試作して性能調査を行った。

平成10年度は、前年度の成果を基に、フィルタ後方に酸化触媒を配置した第２次汎用性向上型DPF

システムの効果を調査し、その性能を確認した。また、自動車メーカが開発した蛇腹状に成形したセ

ラミック繊維フィルタを使用する交互再生式DPFを２トン積みトラックに装着して性能を確認し、自

治体の塵芥車１台に装着して実証試験を開始した。

平成11年度は、主に自動車メーカ製交互再生式DPFシステムを装着した車両の実証調査を行うこと

とした。当該DPFを５自治体の塵芥車（各１台）に装着し、シャシダイナモメータ台上での性能調査

とともに、各自治体での日常業務に使用して実用性・耐久性に関する実証調査を行った。その結果、

自動車メーカ製の交互再生式DPFシステムは高い耐久性・信頼性を有することが示された。また、耐

久性・信頼性の向上を目的とした第３次汎用性向上型DPFシステムを試作した。２トン積みディーゼ

ルトラックに装着して性能調査を行い、PM除去性能に優れ、実用化の可能性が高い電気ヒータによる

交互再生式DPFシステムが構築できた。

以上、３ヵ年間の調査により、塵芥車を想定した小型・中型ディーゼルトラック用DPFシステムが

構築された。今後、その他のディーゼル自動車にDPFシステムを普及拡大するには、装置の低価格化

や保守管理体制の整備が重要である。また、装着が容易で多様な運行形態に順応可能で、耐久性・信

頼性が優れたDPFシステムを開発する必要がある。
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Research on Diesel Particulate Filter （DPF） Systems for
Diesel Trucks

Suspended particulate matter (SPM) remains unsatisfactory level in the urban air quality

due to the exhaust emission from diesel vehicles.  To reduce diesel particulate emission,

research and development for several types of DPF systems have been carried out. The

automatic regeneration DPF systems for urban buses were developed and had been evaluated for

nine years until the fiscal year 1996. However, to improve urban air quality, it is important to

apply DPF system not only for urban buses, but for diesel trucks.  Then the DPF systems for

light and medium duty trucks were studied from the fiscal year 1997 to 1999.

In the fiscal year 1997, the DPF systems for light and medium duty truck were few in the

market. Then, the emission of PM, total volume of exhaust gas and smoke were measured for

medium duty trucks without DPF. Based on these results of measurement, a prototype DPF

system adapting to several types of vehicles was designed.  As for the design, ①whole DPF

system, ②regeneration system, and ③basic model were studied. From the result of studies, the

whole DPF system is constructed with oxidation catalyst, electric heater and ceramic filter. The

regeneration system is a forced ignition type with electric heater, and the basic model is made by

two ceramic monolithic filters. From these concepts, the first prototype DPF system (alternate

regeneration system) was designed and produced. Then, the performance test was carried out.

As for the fiscal year 1998, the second prototype DPF system installed with oxidation

catalysts was investigated and performance was tested.  The other side, an automobile

manufacturer developed an alternate regeneration DPF system built with ceramic fiber filter.

And a performance test on the chassis dynamometer and a fleet test of garbage truck of local-

government with the DPF system were carried out.

As for the fiscal year 1999, the alternate regeneration DPF system of the automobile

manufacturer was installed to garbage trucks of five local-governments and the fleet tests were

carried out. Based on the results of performance test on a chassis dynamometer and the fleet test

in daily work of local-governments, the alternate regeneration DPF system proved high

practicality and durability.

In addition, the third prototype DPF system for general purpose was produced to improve

durability and practicality. The result of performance test of a 2-ton freight truck showed high

trapping PM and regeneration performance of the third prototype DPF system.

From the results of three years investigation, the DPF systems for light and medium duty

trucks proved full practicality and durability.  In the future, to assist the popularization of DPF

system for many other diesel vehicles, DPF prices should be lower and the infrastructure for the

maintenance services system is important. And it is necessary to develop the highly durable and

practical DPF system which can be easily installed and have high adaptability to various kind of

transportation activities.



　■汎用性向上型DPFシステムの試作

炭化珪素(SiC)製フィルタ表面 再生用電気ヒータ(渦巻き状ヒータ)

エンジンベンチにおける触媒選定実験

DPFシステムの塔載状態(第２次汎用性向上型)



第３次汎用性向上型DPFシステム装着車両

第３次汎用性向上型DPFシステムの構成

第３次汎用性向上型DPFシステムの車載例



　■自動車メーカ製DPFシステムの実証試験

塵芥車用DPFシステムの概略 フィルタ

DPF搭載塵芥車(自治体Ａ、2トン積み)

DPF搭載塵芥車(自治体Ｂ、2トン積み)



DPF搭載塵芥車(自治体Ｃ、2.5トン積み)

DPF搭載塵芥車(自治体Ｄ、3.35トン積み)

DPF搭載塵芥車(自治体Ｅ、2トン積み)
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Ⅰ－１　調査研究の目的

大都市地域における浮遊粒子状物質（SPM）の環境

基準の達成状況は低いレベルで推移している。この原

因の一つにディーゼル自動車から排出される粒子状物

質（PM）が挙げられる。ディーゼル自動車のPM低減対

策としては、エンジンの燃焼改善に加え、ディーゼル

排気微粒子除去フィルタ（DPF）等による排出物質の

後処理が有効な方法の一つと考えられている。このよ

うな背景から、平成８年度までの調査により路線バス

用自動再生DPFシステムが開発され、その実用性が実

証された。

その後､更なる大都市地域の大気環境改善のために

は、路線バス以外のディーゼル自動車、特にトラック

へのDPF装着を進める必要があることから、塵芥車を

想定した小型・中型トラック（２トン積み、４トン積

み）用DPFシステムについて実証試験、性能試験等を

行うことにより、現行DPFシステムの技術を更に向上

させるとともに、より汎用性を高めることを目的とし

た調査研究を行った。

Ⅰ－２　調査研究期間及び体制

１．調査研究期間

平成９年度～11年度

２．調査研究の実施機関

財団法人　日本自動車研究所

研究所

〒305－0822 茨城県つくば市苅間2530

電話　0298－56－1111（代表）

東京事務所

〒101－0054 東京都千代田区神田錦町3－20

神田ユニオンビル

電話　03－3293－9123

３．調査研究担当者

辜　　敬之　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　主任研究員

河合サチ子　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　主任技師

山口　幸司　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　技師

土田美恵子　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　技師

飯島　　稔　(財)日本自動車研究所
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エネルギ・環境研究部　技師

宇津木浩二　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　技師

張替　勝美　(財)日本自動車研究所

エネルギ・環境研究部　副技師

４．　調査実施体制

　技術協力

①平成９・10年度

以下に示す国内のディーゼル自動車メーカおよ

びフィルターメーカのDPF関係部門担当者に塵芥

車を想定した小型・中型トラック用DPF開発にあ

たっての技術協力、指導を受けた。

・いすゞ自動車株式会社

・三菱自動車工業株式会社

・日野自動車工業株式会社

・日産ディーゼル工業株式会社

②平成11年度

以下に示す国内のディーゼル自動車メーカとそ

の関連会社およびフィルターメーカに塵芥車用

DPFに関して、技術協力を受けた。

・いすゞ自動車株式会社

・株式会社いすゞセラミックス研究所

・株式会社イビデン

　供試品

①平成９年度

以下に示す国内のフィルターメーカよりDPFシ

ステムを購入し、試験調査を実施した。

・株式会社イビデン

②平成10年度・11年度

以下に示す国内の自動車メーカと自動車メーカ

関連会社およびフィルターメーカよりDPFシステ

ムを購入し、試験調査を実施した。

・いすゞ自動車株式会社（株式会社いすゞセラミ

ックス研究所）

・株式会社イビデン

　協力自治体

調査期間中にDPFシステムを車両に装着して実証試

験を実施するにあたり、以下の自治体から塵芥車各１

台を試験車として借用した。

・東京都

・横浜市

・川崎市

・名古屋市

・仙台市

　検討委員会

本研究を実施するために必要な情報交換をするため

の委員会を設置した。委員は以下のとおりである。

（順不同）

①平成９年度委員

委　員 野津　真生 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課課長補佐

委　員 福島　健彦 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課排出ガス係長

委　員 四阿　秀雄 東京都環境保全局大気保全部自動

車公害対策室低公害車対策係長

委　員 落合　純一 横浜市環境保全局公害対策

部交通環境対策担当係長

委　員 石黒　健一 名古屋市環境保全局公害対

策部自動車公害対策課主査

委　員 丸山　　學 川崎市環境局公害部自動車

対策課副主幹

委　員 早田　博直 仙台市環境局環境部環境対

策課主幹

委　員 高見金太郎 いすゞ自動車(株)エンジン

設計第五部シニアスタッフ

委　員 川谷　　聖 三菱自動車工業(株)トラック・バス

開発本部エンジン研究部主任

委　員 浅海　靖男 日産ディーゼル工業(株)商

品開発本部研究部副課長

委託元 柳橋　泰生 公健協会基金事業部事業課

課長

委託元 加藤　信幸 公健協会基金事業部事業課

事業総括係長

②平成10年度委員

委　員 中谷　育夫 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課技術班長

委　員 福島　健彦 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課排出ガス係長

(座長)

(座長)
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委　員 桜井　哲男 東京都環境保全局大気保全部自動

車公害対策室排出規制担当係長

委　員 落合　純一 横浜市環境保全局公害対策

部交通環境対策担当係長

委　員 石黒　健一 名古屋市環境保全局公害対

策部自動車公害対策課主査

委　員 丸山　　學 川崎市環境局公害部自動車

対策課副主幹

委　員 早田　博直 仙台市環境局環境部環境対

策課主幹

委　員 高見金太郎 いすゞ自動車(株)エンジン

設計第五部シニアスタッフ

委　員 川谷　　聖 三菱自動車工業(株)トラック・バス

開発本部エンジン研究部主任

委　員 浅海　靖男 日産ディーゼル工業(株)商

品開発本部研究部副課長

委　員 五十嵐龍起 日野自動車工業(株)技術研

究所エンジン研究グループ主任

委託元 島田　幸司 公健協会基金事業部事業課

課長

委託元 加藤　信幸 公健協会基金事業部事業課

事業総括係長

③平成11年度委員

座　長 塩路　昌宏 京都大学エネルギー科学研究

科エネルギー変換科学専攻教授

委　員 中谷　育夫 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課技術班長

委　員 福島　健彦 環境庁大気保全局自動車環

境対策第二課排出ガス係長

委　員 中村　　健 東京都環境保全局大気保全部自

動車公害対策室課務担当係長

委　員 落合　純一 横浜市環境保全局公害対策

部交通環境対策担当係長

委　員 古谷伸比固 名古屋市環境保全局公害対

策部交通公害対策課主査

委　員 丸山　　學 川崎市環境局公害部自動車

対策課副主幹

委　員 奥田　善昭 仙台市環境局環境部環境対

策課係長

委　員 大倉由喜路 いすゞ自動車（株）CV商品

企画室シニアスタッフ

委　員 松岡　　寛 いすゞセラミックス研究所

営業企画部部長

委託元 栗山　俊勝 公健協会基金事業部

事業課課長

委託元 今井　博人 公健協会基金事業部

事業課事業総括係長
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Ⅰ－３　調査研究の対象及び方法

１．技術動向調査及び汎用性向上型

DPFシステムの設計（平成９年度）

国内外のDPFシステムに関する技術動向から、車両

毎に異なる要求仕様に対処できる汎用性向上型システ

ムを検討し、その設計を行った。

　技術動向の調査

DPFに関する内外の情報から技術動向を調査した。

①SAE（Society of Automotive Engineers：米国自

動車技術会）、自動車技術会、機械学会等の文献

ならびに国内外の特許を調査した。

②海外での使用実態を調査した。

③国内での使用実態を調査した。

　検討項目

汎用性向上型DPFシステムの設計にあたっては、以

下の３項目に関して検討した。

①DPFシステム全体

②再生システム

③基本形式

２．汎用性向上型DPFシステムの試作と

性能調査（平成９年度～11年度）

汎用性向上型DPFシステムについては、上記３項目

に関する検討の結果から、その概念をまとめて試作し、

性能調査を行った。

３．実証試験によるDPF装着車両の実用性

調査（平成９年度～11年度）

自動車メーカ製DPFシステムを装着した５自治体の

塵芥車について、日常の作業を行う中で以下の項目を

調査した。

　運行中に生じたDPFの異常内容と、それに対する

処置に関する調査

　DPF装着による燃費，黒煙排出に関する調査

　DPF装着車の作業等におよぼす影響に関する調査

４．PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出

濃度の調査（平成９年度～11年度）

シャシダイナモメータ台上で、D－13モードと実走

行モードの各種走行形態におけるPMと排出ガスの排出

量および黒煙の汚染度を以下のシステムについて調査

した。

　第１次、第２次、第３次汎用性向上型DPFシステ

ム（平成９年度～11年度）

　自動車メーカ製DPFシステム（平成10年度～11年

度）
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Ⅰ－４　調査研究結果の概要

１．技術動向調査及び汎用性向上型

DPFシステムの設計

　技術動向調査

国内におけるDPFシステムは、大型路線バス用の全

自動式が昭和63年度から平成８年度の９年間に開発さ

れ、営業運転による実用化試験を経て、自治体の交通

局からは総合的に高い評価を受けた。その一方で路線

バス以外のディーゼル自動車、特にトラックへのDPF

の適用が望まれていた。しかし、路線バス用を基準に

して発展させたDPFではトラックの多岐にわたる使用

形態をカバーすることが困難であることから、開発は

遅れていた。

国内の技術動向調査では、平成９年度までに小型・

中型トラック用DPFシステムが試作されたものはあっ

たが、実用化されたものは皆無で、実証試験を実施す

ることができない段階であった。海外においても同様

で、米国や韓国の都市内路線バスで行われていたDPF

システム実証調査も、その結論が明確ではなかったの

で、トラックへの適用など汎用性を有するものである

かの判断も困難であった。これらの大半は捕集した黒

煙を含むPMをヒータあるいはバーナ等で高温焼却して

フィルタを再生する交互再生式であり、当時、酸化触

媒あるいは燃料添加剤で化学的に再生する方式は開発

途上であったので、本調査での実証試験の対象からは

除外した。

　汎用性向上型DPFシステムの設計

路線バス用DPFシステムは大型で制御も複雑であり、

システム形状・寸法および個々の部品等が大きく、小

型・中型トラックに装着することは困難である。また、

各システムの制御はエンジンと車両を総合して最適制

御する方式であるから、単に小型化することも困難で

ある。そこで、汎用性向上型DPFシステムを構築する

にあたって、以下の検討を行った。

・DPFシステムの設計に関する検討

①現用装置の小型化、②現用装置の改造、③現用

装置の適用、④新規開発の４項目

・再生システムに関する検討

①排気温度の問題、②再生作動領域、③再生時の

温度範囲、④フィルタ材料、⑤燃費への影響の５項

目

・基本形式に関する検討

①設計技術レベル、②制御性、③実績の3項目

検討の結果、汎用性向上型DPFシステムのコンセ

プトを以下のように構築した。

DPF本体の構造は、多種多様な車両に対して調査

できるような分割組立型とする。

再生方式は初期には電気ヒータ方式とするが、そ

の他の熱源についても調査する。

高負荷条件でのDPFの溶損を防ぐため、耐熱性の

高い炭化珪素（SiC）を使用する。

作動の安定性を確保するために、DPFはデュアル

とし、バイパスは設けない。

DPFシステムが既存車に装着される装置であるこ

とから、制御装置の汎用性についても調査する。

これらの検討結果から、平成９年度のDPFは供試車

両の限定された空間（マフラ取付部）に配置できる形

状・寸法とし、それを２個並列に配置する構造とした。

DPFはエンジンの排気量に合わせて容積を定め、材質

は耐熱性の高い炭化珪素とした。再生には小型で信頼

性の高い電気ヒータを用い、最高使用温度は900℃に

設定した。また、エンジンおよび車両の制御と分離し

て、DPFシステムだけの制御で機能するシステムを第1

次汎用性向上型DPFシステムとして設計した。
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２．汎用性向上型DPFシステムの試作と性能

調査

　第１次汎用性向上型DPFシステム（平成９年度）

小型・中型トラック用DPFに必要な要件を基に、供

試車両の標準マフラと換装できる外径220mm、全長

520mmのDPFを第1次汎用性向上型DPFシステムとして試

作した。PMを捕集するフィルタは出口側を目封じした

直径165mm、全長150mm、容積3.2Lの炭化珪素（SiC）

を使用した。DPFを装着した車両は２トン積みの平成

６年度規制適合車である。

試作した第１次汎用性向上型DPFシステムを装着し

た車両の性能試験は、ディーゼル13モード（D－13）

と実走行モード７種類（一般道走行モード５種類、高

速道走行モードおよび塵芥車モードを各１種類）で行

った。

　第２次汎用性向上型DPFシステム（平成10年度）

第1次汎用性向上型DPFシステムでは排出ガス中の

THC，COが増加する傾向を示したので、第２次汎用性

向上型DPFシステムでは、それに対処する目的で酸化

触媒を設置した。酸化触媒は白金（Pt）およびパラジ

ウム（Pd）を使用し、エンジンベンチ試験では5種類、

シャシダイナモメータ台上試験では２種類の組み合わ

せあるいは配置で試験した。

エンジンベンチではD－13モードで試験し、シャシ

ダイナモメータ台上ではD－13モードと実走行モード

７種類で性能試験を行った。

　第３次汎用性向上型DPFシステム（平成11年度）

第３次汎用性向上型DPFシステムは、耐久性・信頼

性の向上を目的にフィルタ直径を拡大し、全長を短縮

して再生時間の短縮を図った。DPFの材料は炭化珪素

で電気ヒータによる再生方式は第１次汎用性向上型か

ら変更していない。第２次では排出ガス浄化用に酸化

触媒をフィルタ後方に配置したが、その影響でD－13

モードではPM中のサルフェートが増加するので、第3

次では除いた。

供試車両には第１次とは車体形状は異なるが、エン

ジンが同仕様の２トン積みトラックを使用した。DPF

は標準マフラと交換して設置し、シャシダイナモメー

タ台上でD－13モードおよび自治体の塵芥車モードを

含めて12種類の実走行モード試験を行った。

３．実証試験によるDPF装着車両の

実用性調査

平成10年度には自動車メーカが交互再生式の２トン

積みトラック用と2.5トン積み塵芥車用DPFシステムを

構築した。

フィルタは前後２個に分かれており、エンジンから

の排出ガスは前後のフィルタの中央から入り、切り替

え弁で流路が切り替えられて前後いずれかのフィルタ

にPMが捕集される。捕集、再生は時間または圧力信号

により交互に行われる。フィルタ材料は炭化珪素

（SiC）繊維で、それをフェルト状にしてPMを表面だ

けでなく深さ方向にも捕集できる深層濾過タイプで、

蛇腹形状で捕集面積を増し、通常のマフラー位置に搭

載できる大きさにコンパクト化されている。

再生は電気ヒータ方式であるが、フィルタを保持し

ている金網が全面ヒータとなり、再生の効率化が図ら

れている。また、再生用の電力を確保するためにアイ

ドリング回転数でも十分な電力が得られる高出力発電

器に換装している。

供試車両の２台はいずれも平成６年規制対応車で、

シャシダイナモメータ台上試験でディーゼル13（D-

13）モードと実走行モード試験を行った。

平成11年度は４自治体が加わり、積載量で２トン積

み３台、2.5トン積み１台、3.35トン積み１台の合わ

せて５台の塵芥車にDPFを装着して実証試験を行った。

また、５台のうちの２台については実証試験の他にシ

ャシダイナモメータ台上試験でPMおよび排出ガスの排

出量調査も行い、DPF装着の効果を確認した。

日常の作業を行う中での実証試験の調査は、①運行

中に生じたDPFの異常内容と、それに対する処置に関

する調査、②DPF装着による燃費、黒煙排出に関する

調査、③DPF装着車の作業等におよぼす影響に関する

調査（アンケート調査）の３項目について行った。
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４．PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出

濃度の調査

　汎用性向上型DPFシステム

①第１次汎用性向上型DPFシステム（平成９年度）

試作した第１次汎用性向上型DPFシステムを装

着した車両の性能試験は、シャシダイナモメータ

台上でディーゼル13モード（D－13）と実走行モ

ード７種類（一般道走行モード５種類、高速道走

行モードおよび塵芥車モードを各１種類）で行っ

た。

a)シャシダイナモメータ台上試験による調査結果

(ｱ) Ｄ－13モード試験

第１次汎用性向上型DPFシステムを平ボディ

ーの２トン積み供試車両の床下に配置してシャ

シダイナモ試験を行った結果、PMはD13モード

では約80％の除去性能が得られた。

排出ガスはDPFシステムの装着でTHC，COに増

加，NOx排出量に若干の減少傾向が見られた。

これは排気系の圧力増加の影響と考えられるが、

酸化触媒の使用で排出ガスの問題は対処出来る

と思われる。

(ｲ) 一般道，高速道および塵芥車モード

一般道、高速道および塵芥車モードでは約

60％のPM除去性能が得られた。排出ガスはDPF

システムの装着で濃度の変化が確認されたが、

これは排気系の圧力増加の影響と考えられる。

(ｳ) 排気煙排出濃度

排気煙の排出はスモークメータの検出限界以

下であった。

以上の結果から、平成９年度の第１次汎用性向

上型DPFシステムは、有効に機能することが確認

出来た。また、ＰＭ計測に使用した捕集フィルタ

（濾紙）はDPFシステム非装着時の黒色ではなく、

黄色みを帯びた白色であった。このことは、DPF

に捕集されるPMの成分が主にドライスートである

ことを示唆している。

②第２次汎用性向上型DPFシステム（平成10年度）

a)触媒の選定

排出ガス浄化用の酸化触媒としてPtおよびPd

を使用した。DPFへのPt触媒の使用は、サルフ

ェート（SO4
2-
）の増加を招くので好ましくない

とされているが、ここでは規制排出ガスの低減

を主目的として使用した。また、触媒の選定と

合わせて、DPFとの位置関係の検討も行った。

選定にあたっては、供試車両と同型式のディー

ゼルエンジンを使用して、ベンチ試験でD-13モ

ードを行った。

その試験の結果から、第２次汎用性向上型

DPFシステムにはPt1.5g/L を担持した酸化触媒

装置をDPFの後方に配置することとした。

b)シャシダイナモメータ台上試験による調査

(ｱ) D-13モード試験

平成６年度規制対応車に、酸化触媒装置を組

み込んだ第２次汎用性向上型DPFシステムを装

着して、規制値（許容限度）に対する排出ガス

とPMの排出割合を調査した結果、触媒により

THC 、COは低減するが、サルフェートが増加す

るためにPMは増加する結果が得られた。触媒の

担持量を1.5g/Lから1.0g/Lに低減すると、排出

ガス量を増加させることなくPMを減少すること

が出来たが触媒装置無しでは減少せず、今後、

最適担持量の検討が必要である。

(ｲ) 一般道・高速道走行モード

シャシダイナモメータ台上で一般道モード５

種、高速道モード１種、塵芥車モード１種の試

験を行った。供試車両のDPFシステムで、それ

ぞれの走行モードにおけるPMの排出量に対する

触媒の影響を調査した結果、触媒装置がない場

合は走行モードの平均速度が増加するにしたが

いPMの排出量は減少するが、触媒装置を装着し

た場合は全速度域で大幅に減少した。

これは、Ｄ-13モードでは高負荷モードの高

温排出ガスにより、サルフェートが生成される

のに対し、一般道，高速道走行モードではＤ-

13モードより排気温度が低いため、サルフェー

トの生成が抑えられるからと考えられる。捕集

フィルタ（濾紙）は触媒装置を設置した場合も

DPFシステム非装着時の黒色ではなく黄色みを

帯びた白色である。

THC、COの排出量は触媒装置の装着により減

少し、酸化触媒の効果が確認された。
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(ｳ) 排気煙排出濃度

スモーク３試験での黒煙排出濃度の測定結果

は、触媒装置を装着したシステムであっても

DPFでPMが捕集されることには変わりなく、ス

モークメータの濾紙が僅かに変色した程度で測

定器の検出限界以下であった。

③第３次汎用性向上型DPFシステム（平成11年度）

第３次汎用性向上型DPFシステムでは、耐久

性・信頼性の向上を目的にフィルタ直径を拡大し、

全長を短縮して再生時間の短縮を図った。DPFの

材料は炭化珪素（SiC）で電気ヒータによる再生

方式は第１次から変更していない。第２次では排

出ガス浄化用に酸化触媒をフィルタ後方に配置し

たが、その影響でD－13モードではサルフェート

が増加してPM除去効果が減少するので第３次では

除いた。

供試車両は第１次とは車体形状が異なるが、エ

ンジンは同仕様の２トン積みトラックである。

DPFは標準マフラと交換して設置し、シャシダイ

ナモメータ台上でD－13モードおよび自治体の塵

芥車モードを含めて12種類の実走行モード試験を

行った。

a)シャシダイナモメータ台上試験による調査

(ｱ) D-13モード試験

第３次汎用性向上型DPFシステムを装着した

供試車両のシャシダイナモメータ台上でのD－

13試験では、PMの排出量は0.09g/kWhと平成６

年度規制値（平均値0.70g/kWh）よりも大幅に

低減されており、優れた浄化性能を示した。他

の排出ガスも全て規制値を満足しており、DPF

装着による影響は問題ない。なお、試験途中に

はDPFの再生は行われていない。

(ｲ) 一般道・高速道・塵芥車走行モード

最も低速の自治体塵芥車モード（平均速度：

1.88 km/h）でのPM排出量は0.3g/㎞で、モード

平均車速が増加するにしたがい低減し、平均速

度26.77 km/h以上では0.1g/㎞以下の排出量と

なった。

THC、CO、NOxの排出量についてもモード平均

速度が増加するに従い、排出量が低減する一般

的な傾向を示し、低速の自治体塵芥車モード

（平均速度：1.88km/h）では、それぞれ3.7g/

㎞、8.6g/㎞、15.4g/㎞であるが、高速道モー

ド（平均速度：63.35km/h）では、0.3g/㎞、

0.9g/㎞、1.5g/㎞に低減した。

(ｳ) 排気煙排出濃度

使用しているフィルタが炭化珪素製で、第１

次から変更ないので排気煙の除去性能も変わり

なく測定器の検出限界以下である。

　自動車メーカ製DPFシステム

①平成９年度

自動車メーカ製小型・中型トラック用DPFシス

テムは平成９年度は供給困難であったので、試験

は実施していない。

②平成10年度

自動車メーカは路線バス用DPFシステムを基本

とした２トン積みトラック用と2.5トン積み塵芥

車用DPFシステムを構築し、供試車両に装着して

シャシダイナモメータ台上でD－13モードと実走

行モード試験を行った。

a)シャシダイナモメータ台上試験による調査

(ｱ) D-13モード試験

供試車両は平成６年規制対応車で、DPF非装

着状態との比較は出来ないが、PM除去率は約

80％が得られた。また、排出ガスは規制値を満

足している。

２トン積みトラックと2.5トン積み塵芥車の

D-13モードでの測定値を規制値と比較した結果

から、２トン積みトラックは問題ないが、2.5

トン積み塵芥車のNOxが規制値の許容限度に近

い。

(ｲ) 一般道・高速道・塵芥車走行モード

シャシダイナモメータ上での各走行モードに

おける２トン積みトラックのPM排出量とTHC、

CO、NOxの排出量について、平均速度が高くな

るにしたがいPM排出量および排出ガス量が低減

する傾向は他のシステムと同様であるが、高速

道モードで増加する傾向を示している。これは

エンジンとDPFとの調整で対応出来ると思われ

る。

(ｳ) 排気煙排出濃度

排気煙の排出濃度も第２次汎用性向上型DPF

システムと同様に、測定器の検出限界以下であ

った。

③平成11年度
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a)実証試験結果

平成11年度は４自治体が加わり、積載量で２

トン積み３台、2.5トン積み１台、3.35トン積

み１台の合計５台のDPF装着塵芥車で実証試験

を行った。また、５台のうちの２台については

実証試験の他にシャシダイナモメータ台上試験

でPMおよび排出ガスの排出量調査も行い、DPF

装着の効果を確認した。

日常の作業を行う中での実証試験の調査は、

(ｱ)運行中に生じたDPFの異常内容と、それに対

する処置に関する調査、(ｲ)DPF装着による燃費、

黒煙排出に関する調査、(ｳ)DPF装着車の作業等

におよぼす影響に関する調査（アンケート調

査）の３項目について行った。

(ｱ) 異常発生状況

塵芥車に装着したDPFシステムは既に路線バ

スにおいて高い信頼性を得ているシステムが基

本であるが、塵芥車では装着後に７件の異常が

発生した。システム異常の他に、排気管の溶接

不良で排気が漏れる異常が発生した。DPF本体

の問題ではないが、車両に装着する際に注意が

必要であった。

(ｲ) DPF装着による車両性能への影響調査

DPFシステムの装着で影響を受ける排気系統

の圧力変化と、再生用電気ヒータの電力による

エネルギ損失が車両の性能、特に燃費に影響を

およぼすことが懸念されている。その調査とし

て、自治体ごとに月間の走行距離と燃料供給量

から燃費を算出し、DPF非装着の同仕様車の燃

費と比較した。

自治体ＣはDPFを装着した時期が最も早く、

平成11年４月から平成12年２月までの11ヶ月間

の燃費である。４月から11月までのDPF装着車

と非装着車の平均燃費を比較すると殆ど差はな

い。他の自治体でも平均燃費では差がない。

一方，積載量は異なるものの基本的には同一

の車両である自治体ＣとＤのDPF装着車の燃費

を比較すると、自治体Ｃ車は1.5km/l程度燃費

が悪い。自治体ＣとＤのDPF非装着車を比べた

場合も同様の差があることから、この差は地区

によって異なる走行および作業形態が影響して

生じたのではないかと思われる。また、自治体

ＤのDPF装着車の燃費が非装着車より良好な結

果を示しているが、これは運転者の操作の違い

が影響していると思われる。

自治体Ｄ車のフリーアクセル法における黒煙

排出濃度の結果では、DPF装着車とDPF非装着車

は同一仕様の車両であるが、DPF装着車の黒煙

の排出量はDPF非装着車に比べて大幅に減少し

ている。DPF装着車の黒煙浄化性能は回を追っ

て向上し、スモークメータでは測定できない。

目視でも黒煙はほとんど確認できない。

(ｳ) 使用者の評価

DPF装着車に関する使用者側の評価を整理す

るため、各自治体環境部局のDPF車両関係者に

対してアンケート調査を行った。アンケート調

査の結果、DPFは塵芥収集作業の従事者には好

評であることが明らかになった。これは黒煙が

排出されないためと考えられる。５台の塵芥車

のうち、自治体Ａ車を除き他の４台は全て運転

席直後上方に排気する方式であったが、それら

の車両も好評であった。

異常発生時のＤＰＦメーカの対応について、

遠方では即時対応が困難であったことから、そ

の対応に不満との意見が見られた。

b)シャシダイナモメータ台上試験による調査

排出ガスおよびPMの排出量測定には自治体Ｂ

およびＣの塵芥車を供試車両とした。自治体Ｂ

は２トン積み、自治体Ｃは2.5トン積みで、い

ずれも一般的な塵芥車であるが、基準の車両が

異なる。試験モードはD-13と過渡走行モード

（JARI一般道，高速道，塵芥車）で、塵芥車モ

ードはJARI所有の塵芥車モード以外に自治体Ｂ

とＣ所有のモードを加えた。

(ｱ)D-13モード試験

自治体Ｃ車のシャシダイナモメータ台上試験

での結果では、PMの排出量は0.2g/kWhで平均規

制値の28％であり十分低い値となっている。

NOxの排出量は6.8g/kWhと平均規制値をやや上

回っているが、上限規制値以下である。なお、

D-13モードはエンジンベンチによる試験モード

であるが、ここではシャシダイナモメータ台上

試験で行っている点に注意する必要がある。

自治体Ｂ車の結果では、PM排出量は

0.54g/kWhで平均規制値の77％と高い値になっ

ていた。試験中に前側のDPFから排出ガスの漏
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洩が確認されたため、後方のDPFだけで試験を

継続したが、本来の機能を満足していなかった

と考えられる。

自治体Ｃ車は平成10年度末にDPFを装着して

から、３回にわたりシャシダイナモメータ台上

試験を行い、経時変化を確認するデータを得た。

１回目から装着後約12,000kmの走行ではCOに増

加傾向が見られるが、その他には大きな変化は

見られない。PM除去性能は安定しているといえ

る。途中に車両の定期点検整備が入ったが、

DPFの清掃等は行わず、経時変化調査のために

そのまま実証試験を継続した。

(ｲ)一般道・高速道・塵芥車走行モード

シャシダイナモメータ台上試験での各走行モ

ードにおける自治体Ｃ車のPM排出量とTHC、CO、

NOxの排出量について、モード平均車速が高く

なるにしたがいPMおよび排出ガスの排出量が低

減する傾向は他のシステムと同様である。モー

ド平均速度が最も低い塵芥車モードではそれぞ

れの排出量が多く、作業中には歩く程度の速度

で移動する塵芥車は一般走行時に比べてPM排出

量、排出ガス量が多くなっていることが分かる。

同様に自治体Ｂ車のPM排出量とTHC，CO，NOx

の排出量では、モード平均車速と排出量の関係

は自治体Ｃ車と同様である。PMおよび排出ガス

の排出量は自治体Ｃ車より少ない。

(ｳ)排気煙排出濃度

排気煙の排出はDPF非装着では30～40％の汚

染度を示したのに対し、DPF装着時は測定器の

検出限界以下でほぼ100％の除去率を示した。

５．推進検討委員会

京都大学の塩路教授、環境庁、公健協会、自治体、

自動車メーカ、JARIによって構成する委員会を開催し

た。

　平成９年度

委員会では、年度計画について審議を行い、汎用性

とはどの程度まで含むのか、その基準をどのようにし

なければならないかなど、汎用性の基準についての議

論が多くなされた。供試車両は年度当初に塵芥車を想

定していた。塵芥車の走行形態は定型的であるが、車

両構造は複雑でDPFシステムの装着が容易ではない。

そのうえ、各自治体で仕様が異なり、代表的な車両を

選択することが困難であること、および走行形態が地

域によって全く異なり、定型化出来ない等の問題が検

討会での議論から明らかになった。平成９年度の供試

車両を平ボディーの２トン車にすることは，推進検討

委員会で了承された。

　平成10年度

委員会では、年度計画について審議を行い、車載に

よる評価試験についての議論が多くなされた。各自治

体では塵芥車にDPFシステムを早急に装着することが

望まれていたので、年度末に自治体Ｃ向けに一台準備

し、シャシダイナモメータ台上での性能試験を年度内

に実施した。

　平成11年度

平成11年度から委員会の委員長を京都大学の塩路教

授に委嘱した。委員会は８月と12月の２回にわたって

開催し、年度計画、実施方法および得られたデータに

ついて審議した。

第１回委員会では年度計画について審議し、塵芥車

による実証試験および実用性，汎用性試験についての

議論が多くなされた。実証試験を実施するにあたり、

自治体，DPF製造メーカとの意見交換を年度当初から

行い、試験車両の異常発生に対応した連絡体制と異常

時連絡表およびそれらの連携に関するルールを定め、

委員会で審議し実行した。また、供試車両へのDPF装

着時期と内容および製造メーカの対応を明確にした。

第２回委員会では実証試験における燃費等のデータ

および実証試験中の異常発生内容と対応等について審

議し、各自治体の状況を確認した。
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Ⅰ－５　まとめ

１．汎用性向上型DPFシステム

平成９年度の第１次から平成11年度の第３次型まで、

３年間に３種類の汎用性向上型DPFシステムを試作し、

その性能調査を行った。

平成９年度の第１次汎用性向上型DPFシステムの開

発目標は、PMおよび黒煙の排出量に対する低減目標値

ではなく供試車両に装着出来る寸法構造でDPFの機能

を満足することとし、シャシダイナモメータ台上試験

の結果から、PMはD-13モードで約80％減少し、多種多

様なディーゼル車両にも適用出来る汎用性向上型DPF

システムとしては、その第一段階の目標を達成した。

しかし、DPFの装着対象となるディーゼル車両は数多

く、汎用性の基準を検討しなければならないことも課

題となった。

また、今後はPMおよび黒煙の排出量に対して、具体

的な低減目標値を設定することが制御を含めたシステ

ム設計に必要であるが、目標値をどの試験モードで設

定するか検討しなければならない。PMについては、定

常走行モードではなく過渡走行モードで評価すること

が必要であると思われる。

供試車両に第１次汎用性向上型DPFシステムを装着

して行ったモード試験において、THC、COの排出量が

増加する傾向が確認された。この結果から、第２次汎

用性向上型DPFシステムでは、PM除去性能を維持した

まま排出ガス浄化対策を施すことが必要と考え、平成

９年度に触媒仕様の検討を行い、その効果を平成10年

度に調査した。

平成10年度には、平成９年度の第１次汎用性向上型

DPFシステムに酸化触媒装置を組み込んだ第２次汎用

性向上型DPFシステムを構築し評価試験で、その機能

を確認することが出来た。

排出ガス浄化性能については問題ないことが明らか

になった反面、D－13モードでは高回転、高負荷のモ

ードにおいてサルフェートが生成され、黒煙は浄化さ

れてもサルフェートが増加して全体としてはPM除去性

能が低下した。この現象は以前から確認されているこ

とであるが、酸化触媒装置を組み込んだ場合、サルフ

ェート、SOF、Ashへの対策を進めることが必要である。

これは酸化触媒の種類とその担持量で対応することも

可能であると考えられるが、本調査においては確認す

るところまでは至らなかった。

平成11年度の第３次汎用性向上型DPFシステムでは、

捕集・再生を確実に行うことにより、耐久性・信頼性

を向上させることを主題として第２次汎用性向上型シ

ステムで配置した酸化触媒を取り除き、DPFの寸法を

変更した。これは日本の排出ガス規制の基準がD-13モ

ードで判断されるので、実用性を考慮した場合はD－

13モード試験でのサルフェート生成によるPM除去性能

が低く見られることを配慮したシステム構成である。

フィルタ径の拡大に伴いヒータの形状も設計変更し、

合わせてフィルタ長さを短縮することで再生時間の短

縮を図った。

排出ガス試験の結果，炭化珪素フィルタでPM は

80％以上の減少率を維持し、酸化触媒による排出ガス

中のTHC、COに対する浄化性能は低い代わりに高回転、

高負荷時のサルフェート排出の問題はなく、総合して

高いPM除去性能を維持したまま小型・中型トラック用

として問題のない性能が得られた。しかし、汎用性向

上型では対象となる車両は数多く、ヘアクラック等の

外部からは全く確認出来ない問題も生じることなどか

ら、今後は通常の使用状況を勘案した走行試験を行っ

て耐久性・信頼性を評価することが必要である。

２．自動車メーカ製DPFシステム

平成10年度調査の自動車メーカ製DPFシステムは路

線バスでの実績に基づいたものあり、２トン車で性能

確認後、自治体の塵芥車に装着した。塵芥車は2.5ト

ン積みであったが極めて短期間にシステムが構築され、

年度内に装着することが出来た。性能は問題ないが、
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走行状態の異なる塵芥車での耐久性・信頼性に関して

未知の部分があり、今後の自治体での実作業に供試し

てデータ蓄積を図ることが必要である。

平成11年度に４自治体を加えて合計５自治体での実

証試験を行った結果、自動車メーカ製DPFシステムは

異常発生件数が少なく、耐久性・信頼性の高いシステ

ムであることが明らかになった。しかし、現在は車両

数が少ないのでメーカの対応が隅々まで行き届く状態

であるが、今後車両数が増加した場合を想定して早急

にメンテナンス体制を確立しておくことが必要である。

塵芥車を想定した小型・中型トラック用DPFシステ

ムが２年間に構築され、性能も問題ないといえる状況

で５自治体での実証試験が行われ、それらの車両の実

証試験結果から汎用性向上の目的は達成されたといえ

る。

３．汎用性拡大について

汎用性向上型DPFシステムと自動車メーカ製DPFシス

テムの結果から、大型路線バスに続いて塵芥車を想定

した小型・中型トラック用DPFシステムも構築された

といえる。

さらに、ディーゼル自動車のPM低減に対する社会的

要求が強まっている昨今の状況を考慮すると、今後は

大型路線バスおよび小型・中型トラック以外のディー

ゼル車両（特に大型トラック）等にもDPFシステムの

適用拡大に向けて、搭載性、使用モードの変化等を踏

まえて汎用性向上についての早急な検討が必要である。
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Ⅱ－１　技術動向の調査

DPFに関する技術は、①米国SAE（Society of

Automotive Engineers）の文献、②自動車技術会・機

械学会等の文献、③海外の新聞・専門誌記事など、④

国内の新聞・専門誌記事・メーカ関係者など、国内外

の情報から技術動向を調査した。

１．国内外の技術動向

国内外のDPFに関する文献を調査したところ、平成

９年度は国内７編、海外11編、平成10年度は国内10編、

海外23編、11年度は国内９編、海外20編で合計では国

内26編、海外54編であった。平成９年度から10年度に

なるとDPF関連の文献数は増加したが、11年度はあま

り変わらない。

国内では路線バス用として開発された電気ヒータあ

るいはバーナで高温雰囲気を作り、フィルタに捕集し

たPMを強制的に燃焼させる交互再生式DPFが大半であ

る。これらは路線バスの実証試験では良好な結果が得

られたので、DPFとしては実用化領域に達していると

考えられ、海外のDPFとは異なる路線を進んでいたと

いえる。国内外で開発され、実用化されたDPFの一覧

を表１－１－１に示す。路線バスとしての交互再生式

などの高温再生式が７種類で、フォークリフト用の手

動式が１種類、酸化触媒による連続再生式が２種類、

燃料添加剤方式が１種類である。

再生方式 交互再生式 連続再生式 手動再生式

システム名 A B C D E F G H I J K L M

コージェライト ○ ○ ○ ○ ○

フィルタ材料 炭化珪素 ○  ○   ○  ○ ○  ○ ○ ○

金属(多孔体)     ○         

モノリス  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

フィルタ形状 不織布蛇腹状 ○             

多重円筒     ○         

フィルタ1個    ○  ○   ○ ○ ○ ○ ○

システム構造 同2個 ○ ○ ○     ○      

同3個       ○       

同4個     ○         

交互 ○ ○ ○     ○      

順繰り     ○  ○       

連続    ○  ○   ○ ○ ○   

手動            ○ ○

電気ヒータ ○ ○   ○  ○ ○    ○ ○

バーナー    ○          

触媒燃焼      ○        

逆洗浄   ○           

酸化触媒         ○ ○    

燃料添加剤           ○   

排気圧力 ○   ○ ○ ○  ○   ○ ○ ○

時間 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○      

排出ガス温度    ○  ○   ○ ○ ○ ○ ○

制御方式 エンジン回転速度      ○        

負荷   ○           

排出ガス         ○     

堆積量検出  ○ ○    ○       

捕集・再生機構

再生方法

表１－１－１　実用化されたDPFシステム
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国内で開発され、路線バスでの実証試験に使用され

た大型自動車メーカのDPFシステムの概要を図１－１

－１～１－１－４に示すが、これらのシステムを小

型・中型トラックに応用したメーカは１社で、その他

はエンジン排気量や走行形態あるいは車両の大きさや

重量などの車両毎に異なる仕様に対応することが容易

でないことから、小型・中型トラック用DPFの開発は

更に検討時間を要することになった。

自動車メーカ以外のDPFシステムを図１－１－５～

１－１－７に示すが、いずれも路線バスに対応し、自

動車メーカと同様な理由で小型・中型トラック用DPF

に適用されるまでには至らなかった。

図１－１－１　路線バス用DPF

(その１：大型自動車メーカ製：電気ヒータ再生式)

図１－１－２　路線バス用DPF

(その２：大型自動車メーカ製：電気ヒータ再生式)

図１－１－３　路線バス用DPF

（その３：大型自動車メーカ製：高圧逆洗浄式）

図１－１－４　路線バス用DPF

(その４：大型自動車メーカ製：軽油バーナ式)

図１－１－５　路線バス用DPF

(その５：自動車関連メーカ製：電気ヒータ再生式)
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図１－１－６　路線バス用DPF

(その６：自動車関連メーカ製：電気ヒータ再生式)

図１－１－７　路線バス用DPF

(その７：自動車関連メーカ製：触媒燃焼器式)

一方、海外のDPF開発の主体は、酸化触媒を用いた

連続再生式であることが発表されたペーパから明らか

である。連続再生式DPFは交互再生式と比べて、小

型・軽量でほぼメンテナンスフリーであることから安

価で高い信頼性を有するとして脚光を浴びている。し

かし、低硫黄軽油を使用しなければDPFとしての性能

を維持することが困難であること、日本と欧州諸国と

は排ガス規制の対象が異なること、都市構造や走行形

態が異なることも考慮して、最適仕様にしなければそ

の特性を生かすことが困難であることも調査の結果か

ら明らかになった。図１－１－８と１－１－９に代表

的な連続再生式DPFを示すが、それぞれ日本で問題な

く使用できるように改良、あるいは開発が進められて

いる。

また、燃料添加剤方式はフランスで乗用車用として

実用化されている。図１－１－10にその概要を示すが、

高度なエンジンの燃焼制御やメンテナンスあるいは添

加剤自体の環境、健康影響などの課題が多い。

図１－１－８　連続再生式DPF

(その１：酸化触媒＋フィルタ)

図１－１－９　連続再生式DPF

(その２：酸化触媒担持フィルタ)

図１－１－10　燃料添加剤式DPF（その１：酸化セリウム添加）
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Ⅱ－２　汎用性向上型DPFシステム

１．DPFシステムの検討と設計(平成９年度)

DPFシステムは大型路線バスでその性能は実証され

ているが、小型・中型トラックではその機能確認は十

分ではない。

国内外の技術動向調査から、小型・中型のディーゼ

ルトラックに適合できる汎用性向上型DPFシステムを

構築するにあたり、①DPFシステムの設計、②再生シ

ステムの検討、③システムの基本形式の検討の３項目

について、すでに開発され評価されている現用の大型

路線バス用DPFシステムと、その他の実証試験には至

っていないDPFシステム等の技術を基に検討した。ま

た、それらの検討結果から、汎用性向上型DPFシステ

ムの目標構造を選定し、システム構築によって予想さ

れる成果をまとめた。

　DPFシステムの設計

DPFを装着する車両は、塵芥車を想定した小型・中

型トラックで、表２－１－１に諸元を示す排気量4.2L

のエンジンを搭載した２トン積み平ボディー車を供試

車両Ａとした。また、DPFシステムは供試車両に大幅

な改造を施すことなく、現用のマフラー取付け部周辺

に配置できる寸法に抑えることを目標とした。再生は

全自動で運転者には負担が生じないことも必要事項と

した。

供試車両とDPFの形状および寸法を考慮した上で、

供試車両に装着する汎用性向上型DPFシステムは、表

２－１－２に示す11種類を検討対象とし、それぞれを

①現用装置の小型化、②現用装置の改造、③現用装置

の適用、④新規開発の４通りに分類して汎用性向上型

としての可能性を検討した。

①現用装置の小型化（No.１，２，３）

a)現状のDPFシステムで小型化が可能と考えられ

るシステムは、No.１，２，３である．

b)No.１，２は大型路線バスでの実績があり、No.

２は大型トラックの評価試験も実施されている

が、小型化されたシステムはない。また、小型

化できても技術面での新規性は期待できない。

c)No.３は触媒の選定が困難な要素である上、燃

料噴射ノズルによる性能低下が生じる恐れがあ

り、可能性は中程度である。

②現用装置の改造(No.４)

a)No.４のシステムはNo.３の改造型で、ヒータに

よる再生方式であるから温度制御はNo.３に比

べて確実性が高い。部品の保守に関しても燃料

噴射系がないので、ノズル系統が原因となる再

生不良等の問題は生じない。

表２－１－１　供試車両Ａ諸元

供試車両Ａ

型　　式

寸　　法 全長×全幅×全高 4,690×1,695×1,980

車　両　重　量

定　　員

最大積載量

型　　　式 4D33, 直列４気筒，直接噴射式

排　気　量 4,214 cc

最高出力 130 PS / 3,200 rpm

最大トルク 31.0 kgm / 1,800 rpm

2,000 kg

エ　ン　ジ　ン

FE507B

2,220 - 2,260 kg

６名
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③現用装置の適用（No.５）

a)No.５は作動条件の制約が多く、日本国内では

短期間での実用化の可能性は小さいが、今後検

討する価値があるシステムであるといえる。欧

米では評価試験を行っているとの情報もある。

④新規開発方式（No.６，７，８，９，10，11）

a)No.６はフィルタに触媒を担持し、入口側ヒー

タの熱で再生させる方式であるが、触媒によ

ってフィルタに目詰まりが生じる恐れがあり、

フィルタ性能に影響をおよぼすことは十分に

考えられる。

b)No.７はNo.６の変形で、燃料による触媒作用を

熱源にして再生する方式であるが、No.３と同

様な燃料供給系統に問題がある。

c)No.８はフィルタとして使用する場合のSiCの短

所を補う為に、フィルタ内部にヒータを配置し、

複数箇所からの多点着火による再生を試みるシ

ステムである。フィルタ入口にも，他のシステ

ムと同様にヒータを配置して熱源とする。

d)No.９はNo.８の入口側熱源をバーナにしたもの

である。No.８に比べて燃料供給系の制御が問

題になる。

e)No.10はNo.８，９の入口側熱源を除いたシステ

ムで、制御系も少なくなる等、小型化への対応

が容易である。

f)No.８，９，10ともヒータの内蔵方法の検討が

必要であるが、セラミックブロックの組合せ構

造であれば対応は比較的容易であると考えられ

る。

g)No.11は最も先進的なシステムであるが、触媒

燃焼器とそれを構成する低温活性の高い触媒の

開発が課題で、本調査で開発できる可能性は小

さい。

　再生システムの検討

再生システムは、路線バス用として実用化されてい

る全自動再生システムとするが、供試車両および車両

の走行パターンによってその条件が異なる。そこで、

汎用性向上型DPFシステムとして、①排気温度の問題、

②再生作動領域、③再生時の温度範囲、④フィルタ材

料、⑤燃費への影響について検討した。

①排気温度の問題

再生システムの検討結果を図２－１－１に示す。

DPFの再生性能を決定する要素は温度であるが、図

２－１－１上段に示すようにPM着火温度が500～

700℃を必要とするのに対し、都市内常用温度は100

～300℃程度である。運転中に発生する温度だけを

見れば、排気温度は700℃程度まで達するが高温の

持続時間は瞬間または皆無に近くその間を別な手段

で補助しなければならない。

表２－１－２　汎用性向上型DPFシステム
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再生システムの検討

局面　　　排気温度℃ 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600

都市内常用温度
無負荷ー全負荷
出現温度の持続時間 長 長 短 瞬間皆無
ＰＭ着火温度

再生作動が可能な範囲
１．電気ヒータ
２．バーナ
３．逆洗
４．スロットリング
５．酸化触媒
６．低温酸化触媒
７．NOx選択触媒
８．燃料添加剤

再生時の温度範囲
１．電気ヒータ
２．バーナ
３．逆洗
４．スロットリング
５．酸化触媒
６．低温酸化触媒
７．NOx選択触媒
８．燃料添加剤

フィルタの常用耐熱温度
１．コージィエライト　
２．炭化珪素
３．ムライト
４．金属

フィルタの対溶融腐蝕性
１．コージィエライト　
２．炭化珪素
３．ムライト
４．金属

再生による燃料増加 低 高
１．電気ヒータ
２．バーナ フルフロー
３．逆洗
４．スロットリング
５．酸化触媒
６．低温酸化触媒
７．NOx選択触媒
８．燃料添加剤

圧損分

供給熱量

図２－１－１　再生システムの検討結果

瞬間
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②再生作動領域

再生作動が可能な範囲を２段目に示すが、８通り

の方法のうち、電気ヒータからスロットリングまで

の４種類の方法が車両の運転状態の温度範囲をカバ

ーでき補助手段としては問題ない。

③再生時の温度範囲

８通りの再生方法のうち、電気ヒータを使用した

場合は600℃以上を確保できることから、確実にPM

を燃焼させることが可能である。また、バーナによ

る再生も温度は問題ない。

④フィルタ材料の検討

フィルタの常用耐熱温度、耐溶融腐食性から材料

を検討すると、現在最も多く使用されているコージ

エライトより炭化珪素（SiC）の方が優れていると

いえるが、急激な温度変化あるいは衝撃による破損

に対してはセラミックより金属の方が有利である。

⑤燃費への影響

再生時に燃料を別途供給するシステムでは燃料消

費量は増加する。バーナ方式はDPF入口の排ガス温

度が低い場合でも確実にフィルタ再生が可能である

が、その反面燃料消費量は増加する可能性がある。

フィルタで生じる圧損による燃費増加は、どのよ

うな再生システムであっても同様である。ヒータ等

の外部熱源を再生に使用する場合は、その供給熱量

分の燃費増加があり、触媒を配置する場合は圧損増

加分による燃費増加を招く。いずれの方法であって

もDPF非装着に比べてDPFを装着した場合には燃費増

加が生じることは避けられない。

　システムの基本形式の検討

表２－１－２、図２－１－１から、汎用性向上型

DPFシステムでは再生システムと触媒の組合せを検討

した。

図２－１－２に示すように再生温度の確実性および

燃費増加を考慮すると、再生方式は電気ヒータとバー

ナの二通りになる。いずれの方式も現状の大型路線バ

スでその性能は実証されているといえるが、触媒と組

み合わせた例の実績は十分ではない。そこで限られた

期間内での開発のために以下の３項目の検討を行った。

検討後の再生システム

局面　　　ピーク温度℃ 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600

再生時の対応範囲とピーク温度

再生装置＋各種触媒

１．電気ヒータ＋

２．バーナ＋

３．逆洗＋

４．スロットリング＋

燃費増加分

再生装置＋各種触媒 低 高

１．電気ヒータ＋

２．バーナ＋

３．逆洗＋

４．スロットリング＋

他の検討要素 設計技術レベル 制御の容易さ 実績

普通 特殊 低 高 少 多

１．電気ヒータ

２．バーナ

３．逆洗

４．スロットリング

５．酸化触媒

６．低温酸化触媒

７．NOx選択触媒

８．燃料添加剤

圧損分

供給熱量分

図２－１－２　検討後の再生システム
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①設計技術レベル

a)電気ヒータと酸化触媒の技術は高く、特別な技

術を必要とせずに現状の応用で対応できると考

えられる。

b)バーナは噴射弁の汚れ対策等の問題があり、そ

のメンテナンスはヒータより注意して実施しな

ければならない。また、限定された空間で燃焼

させるために高いレベルの技術が必要である。

②制御性

a)バーナは燃料量と空気量を厳密に制御して温度

を保持しなければならず、その制御は電気ヒー

タより困難である。

③実績

a)電気ヒータは制御の容易さからDPFシステムの

再生手段として実績がある。一方、酸化触媒は

現状の自動車用触媒の技術からすれば実績は高

く、実用化においては問題ないといえる。

　システムの選定

以上の検討結果から、汎用性向上型DPFシステムは

次のような構造を目標として進めることとした。

①DPF内部は酸化触媒、電気ヒータ、フィルタの３

体で構成する。

②配置は酸化触媒＋電気ヒータ＋フィルタとする。

③電気ヒータはフィルタの再生用の熱源であるが、

触媒の活性化補助の機能をも合わせて持たせる。

④フィルタは電気ヒータ内蔵型を試作し、入口側か

らの火炎伝播による再生の他に、周辺からの多点

着火をねらい、再生時間の短縮を図る。

⑤フィルタ材料は炭化珪素とし、ブロックを組み合

わせた構造とする。

⑥ヒータ内蔵フィルタは、フィルタのブロックとブ

ロックの間にプレート状のヒータを配置して形成

する。

⑦作動の安定性を確保するため、フィルタはデュア

ルとし、バイパスは設けない。

⑧マフラーはDPF本体がその機能を満足するので設

けない。

⑨異常事態に際してはフィルタ直前に逃げ口を設け

ておき、手動で解放する。

⑩再生の制御は温度、圧力、時間で行う。

　予想される成果

①汎用性を考慮したDPFシステムの基本仕様が構築

できる。

②酸化触媒付きDPFの性能が把握できる。

③内部の配置変更により、触媒燃焼方式への発展が

可能である。

④同様にCRTを用いたDPFシステムへの発展が可能で

ある。

⑤燃料添加剤を使用するDPFシステムへの発展が可

能である。
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２．第１次汎用性向上型DPFシステム

（平成９年度）

　システム構造

検討の結果、平成９年度は供試車両の限定された空

間に配置できる形状・寸法で、DPFシステム単体の外

径寸法は供試車両のマフラー寸法内に納めるとし、そ

れを２個並列に配置する構造とした。DPFはエンジン

の排気量に合わせて容積を決め、材質は耐熱性の高い

炭化珪素（SiC）とした。再生には小型で信頼性の高

い電気ヒータを用い、最高使用温度は900℃に設定し

た。また、エンジンおよび車両の制御と切り離して、

DPFシステムだけの制御で機能するシステムを第１次

汎用性向上型DPFシステムとして設計した。表２－２

－１にDPFシステムの諸元を、図２－２－１に単体の

外観を示す。再生用の電気ヒータを図２－２－２に示

すが、この後方に図２－２－３に示すSiCのフィルタ

が配置される。

表２－２－１　第１次汎用性向上型DPFｼｽﾃﾑ諸元

図２－２－１　DPF単体の外観（供試車両床下への装着状態）

図２－２－２　再生用電気ヒータ（渦巻き状ヒータ）

図２－２－３　炭化珪素（SiC）製フィルタ表面

円　筒　形

寸　法 外径 φ220

全長 520 mm

円　筒　形

寸　法 外径 φ165

全長 150 mm

3.2 L

炭化珪素（SiC）

シース型

1.5 kW

24 V

900 ℃

ヒータ

構　　造

容　　量

印 加 電 圧

最 高 温 度

容　　積

材　　質

DPFシステム

フィルター

形　　状

形　　状

　　モード 一　　般　　道 高速道 塵芥車 D - 13 スモーク３

HCS11 HCS21 HCS31 HCS41 HCS51 HHC7 JINKAI 　 　

平均速度 km/h 8.6 15.2 26.6 34.1 45 63.2 17.3 - -

計測時間　sec 999 950 1,148 1,075 1,302 1,150 1,757 - -

表２－２－２　試験モード一覧
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　PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出濃度の調査

①試験モード

小型・中型のディーゼルトラックに適合する汎用

性向上型DPFシステムのPM排出量はシャシダイナモ

メータ台上試験で調査した。シャシダイナモメータ

台上試験ではディーゼル自動車の一般値を得るため

に定常運転モードである13モード試験を行い、その

他の実走行モードとして一般道モード５種類、高速

道モード１種類、塵芥車モード１種類を行った。ま

た、排気煙排出濃度の評価としてスモーク３試験を

行った。試験モードの一覧を表２－２－２に示す。

PMの測定には部分希釈トンネルを使用し、濾紙に

採取したPMの重量とその中に含まれるSOFとサルフ

ェートを分析した。排出ガスとしては、THC，CO，

NOxおよびCO2を測定した。各々について、DPF非装

着と装着で対比し、汎用性向上型DPFシステムの機

能を確認した。

②シャシダイナモメータ台上試験による調査

a)D-13 モード試験

供試車両Ａは表２－１－１に諸元を示す平成６

年度規制対応車で、DPFシステム非装着状態での

シャシダイナモ上の試験において、PM、排出ガス

ともに規制値を満足している。その車両にDPFシ

ステムを装着し、D-13モード試験を行った場合の

PMと排出ガスの減少率を図２－２－４に示す。

THCとCOは増加し、NOxはわずかに減少している。

これはDPFシステムを装着したことによる排圧増

加の影響と考えられる。

PMの減少率は80％に達しており、良好な結果が

得られた。

図２－２－４　D-13モードでの排出ガス，粒子状物質の減少率

(DPFシステム装着，非装着の対比)

図２－２－５　DPFによる粒子状物質の減少（実走行モード）

図２－２－６　DPFによる粒子状物質の減少効果(実走行モード)

図２－２－７　DPFによるSOFの減少効果

図２－２－８　DPFによるサルフェートの減少効果
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b)一般道・高速道走行モード

シャシダイナモメータ台上で一般道モード５種

類、高速道モード１種類の試験を行った。供試車

両ＡのDPFシステム非装着と装着状態でのそれぞ

れの走行モードにおけるPMの排出量を図２－２－

５に示す。走行モードの平均速度が増加するにし

たがい、PMの排出量は減少している。

塵芥車モードの平均速度は17.3kmで、一般道モ

ードのHCS21（平均速度15.2km）よりも平均速度

が高いが、PM排出量はわずかに上回る結果を示し

た。これは、塵芥車モードには、ごみ収集作業時

は走行せずにエンジン回転を上げてごみ収集装置

を作動させるモードが含まれているので、その影

響と考えられる。

図２－２－６にそれぞれの走行モードでのPM減

少率を示す。どのモードでも約60％の減少率を示

しており、D-13モードに比べて小さい。これは一

般道・高速道ともに、D-13モードと異なり、過渡

運転モードの影響と考えられる。また、DPF装着

時の捕集フィルタ（濾紙）はDPFシステム非装着

時の黒色ではなく黄色味を帯びた白色で、DPFに

より黒煙がほぼ100％除去されていることを示し

ている。

図２－２－７にSOFの対比を示す。SOFはDPF装

着時に50～60％減少しており、PM減少率と類似し

た傾向を示している。

図２－２－８にサルフェートの対比を示す。高

速道モードでは60％の減少率を示しているが、一

般道モードでは20～50％と幅が大きい。これは微

量測定のばらつきが影響していると考えられる。

それらの結果を総合して、各試験モードでのPM，

SOF，サルフェートの割合を図２－２－９に示す。

PM排出量からSOFとサルフェートの排出量と水分

を除いた残りがほぼ黒煙の排出量に相当する。

DPF装着時にも黒煙はフィルタに捕集されている

が、スモークメータには感知されない値である。

同時に測定した排出ガス濃度を図２－２－10に示

す。DPF装着時に排出ガス濃度の変化が確認され

たが、これはDPFによる排気系の圧力増加の影響

と考えられる。

c)排気煙排出濃度

図２－２－11にスモーク３試験での排気煙排出

濃度の測定結果を示す。DPFシステム非装着で汚

染度が30～40％であった。DPFを装着した場合、

スモークメータの濾紙がわずかに変色した程度で、

メータ指示はマイナス表示となり、測定器の検出

限界以下であった。

以上の結果から、中型トラックの限られた空間

に配置できる最大限の寸法で検討したDPFシステ

ムにより、黒煙を含むPMの低減効果が確認できた。
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図２－２－９　排出ガス中の粒子状物質の構成（DPF装着，非装着の対比）
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図２－２－11　DPFによる排気煙低減効果（スモーク３試験）

　まとめ

大都市圏の大気環境を更に改善するには、路線バス

以外の使用目的の異なる多種多様なディーゼル自動車

へのDPFシステムの適用を図ることが必要である。

平成９年度には、大型路線バス用として開発された

現行DPFシステムの技術を更に向上させて、より汎用

性を高めるために路線バス以外のディーゼルトラック

等にもDPFシステムの適用拡大を図ることを目的とし

た調査研究を行った結果、以下の成果を得た。

①汎用性向上型DPFシステムの設計

a)近年の開発動向から、大型路線バス以外の多種

多様なディーゼル自動車に適用できるDPFシス

テムを汎用性向上型DPFシステムとして設計し

た。数多く使用されるDPFはセラミックのモノ

リスであるが、金属多孔体や金属網のDPFある

いはセラミック繊維状DPFなどの信頼性も向上

し、DPFの選択性は広くなりつつあることが分

かった。

b)汎用性向上型システムを設計するにあたり、今

までの大型路線バスで得られた耐久性、信頼性

を損なうことなく、小型，中型トラックに装着

できる電気ヒータによる再生機構でデュアル方

式のDPFシステムとした。その構造は分割型で、

車両諸元、エンジン諸元によりDPFシステムの

機能を損なうことなく、寸法、形状を容易に変

更できるように配慮した。

c)DPFシステムは、その寸法変更の容易さにより、

マフラー部あるいは車両側面のスペアタイア部

以外には空間がない供試車両でも、機能を損な

うことなく全長を短縮して配置することができ

たことから、他の車両に関しても応用出来るシ

ステム設計であることを確認した。

d)DPFの一部が溶損する問題に対処するために耐

熱性の高い炭化珪素をフィルタ材料とし電気ヒ

ータと組み合わせたDPFシステムとしたが、走

行形態が定型化できずに高負荷状態で運転され

るような車両に対する耐久性向上の可能性も合

わせて得られたと思われる。耐久性の評価につ

いては平成10年度以降の調査で検討する計画で

ある。

②DPFシステムの性能調査

a)第１次汎用性向上型DPFシステムを平ボディー

の２トン積み供試車両の床下に配置してシャシ

ダイナモメータ台上試験を行った結果、PMは

D13モードでは約80％、一般道、高速道および

塵芥車モードで約60％減少した。

b)排気煙排出濃度はスモークメータの検出限界以

下であった。平成９年度のシステムは、大型バ

ス用のようなエンジン制御を含むDPFシステム

の制御を構築しておらず、エンジンの排気量か

ら設定したDPF諸元での対応としたが、そのよ

うなDPFでもシステムとして機能させることが

できる可能性が確認できた。

c)排出ガスはDPFシステムの装着でTHC，COは増加、

NOx排出量は若干の減少傾向が見られた。これ

は排気系の圧力増加の影響と考えられるが、酸

化触媒の使用で排出ガスの問題は対処出来ると

思われる。DPFシステムは分割構造であるので、

第２次汎用性向上型DPFシステムとして触媒を

組み込むことは比較的容易にできる。触媒仕様

についてもフィルタ外形に合わせた寸法の酸化

触媒を使用することで検討を進めている。

　課題

①平成９年度は、供試車両の平ボディー車に装着出

来るDPFシステムを第１次汎用性向上型DPFシステ

ムとした。そのシステムの開発目標は、PM排出量

および排気煙排出濃度に対する低減目標値ではな

く、供試車両に装着できる寸法構造で、DPFの機

能を満足することとし、シャシダイナモメータ台

上試験の結果から、多種多様なディーゼル車両に

も適用できる汎用性向上型DPFシステムとしては、

その第１段階の目標を達成した。しかし、対象と

なる車両は数多く、汎用性の基準を検討しなけれ

ばならない。

②事業開始時には路線バスと同様に走行形態が定型
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的で、定期的な保守管理が行われている各自治体

の塵芥車を想定したが、それ以外の車両も調査し

て、協力自治体との対象車両の検討が必要である。

③今後はPM排出量および排気煙排出濃度に対して、

具体的な低減目標値を設定することが制御を含め

たシステム設計に必要であるが、目標値をどの試

験モードで設定するか、検討しなければならない。

PMについては、定常走行モードではなく、過渡走

行モードで評価することが必要であると思われる。

④供試車両にDPFシステムを装着して行ったモード

試験において、THC，COの排出量が増加する傾向

が確認された。この結果から、第２次汎用性向上

型DPFシステムでは、排出ガス低減対策を施さな

ければならない。具体的には酸化触媒の配置を検

討するが、平成９年度で触媒仕様の検討を行い、

その効果は平成10年度に調査する計画である。

　総括

平成９年度では、平ボディーの供試車両に装着出来

るDPFシステムを第１次汎用性向上型DPFシステムとし、

その開発目標をPM排出量および排気煙排出濃度に対す

る低減目標値に設定するのではなく、供試車両に装着

できる寸法・構造で、DPFの機能を満足するものを構

築することに設定した。供試車両のシャシダイナモ試

験の結果から、多種多様なディーゼル車両に適用でき

る汎用性向上型DPFシステムとして平成９年度当初に

設定した開発目標を達成した。

事業開始時には路線バスと同様に走行形態が定型的

で、定期的な保守管理が行われている各自治体の塵芥

車を対象車両に想定したが、今年度の結果から、塵芥

車以外の車両に対しても装着出来るDPFシステム構築

の可能性が明らかになった。また、今後はPM排出量お

よび排気煙排出濃度に対して、具体的な低減目標値を

設定することが制御を含めたシステム設計に必要で、

特にPMについては定常走行モードではなく、過渡走行

モードで評価することが必要であると思われる。

供試車両にDPFシステムを装着して行ったモード試

験において、THC,COの排出量が増加する傾向が確認さ

れた。この結果から、第２次汎用性向上型DPFシステ

ムでは、排出ガス低減対策を施さなければならない。

具体的には酸化触媒の配置を検討するが、平成９年度

で触媒仕様の検討を行い、その効果は平成10年度に調

査する計画である。

触媒の使用は再生方式の拡大につながり、排出ガス

の浄化だけではなく、触媒燃焼方式等による自己再生

方式の可能性が得られれば、DPFシステムの小型軽量

化、システムの簡素化等の課題に対してフルフロータ

イプのDPFシステムを検討する場合の指標が得られる。

しかし、その一方で自己再生のためには高温の排出ガ

スの供給が不可欠で、DPFシステムだけではなく、エ

ンジンを含んだ最適制御が必要である。
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３．第２次汎用性向上型DPFシステム

（平成10年度）

　DPFシステムの設計と構築

①DPFシステムの設計

平成９年度の第１次汎用性向上型DPFシステムは、

PMの排出に関しては定常試験モード（D-13モード）

では約80％、実走行モード（一般道走行，高速道走

行，塵芥車モード）では約60％の除去性能を示した

が、同時に排圧増加による影響でTHC，COの排出量

が増加する問題が生じている。

本調査の汎用性向上型DPFシステムは、エンジン

の燃焼制御等の対策を講じることなくDPFによるPM

低減を目的としているので、平成10年度では、PM除

去性能を維持した上で排出ガス量の増加に対処する

ために酸化触媒を選定し、従来のDPFシステムに組

み込んで性能調査を行うことを目的とした。

②DPFシステムの構築

平成10年度は第２次汎用性向上型DPFシステムと

して酸化触媒付DPFシステムを構築し、その性能評

価を行う。酸化触媒の種類および担持量の調査には

供試車両のエンジンに類似したエンジンを使用して、

エンジンベンチでD-13モードの結果から選定する。

選定した酸化触媒はDPFと組み合わせて第２次汎

用性向上型DPFシステムとして車載し、シャシダイ

ナモメータ（CH/DY）台上試験で性能調査を行う。

　PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出濃度の調査

①調査方法

シャシダイナモメータ台上で、PM・排出ガスの排

出量及び排気煙排出濃度に関して調査する。

②試験モード

汎用性向上型DPFシステムの性能はシャシダイナ

モメータ台上試験で調査する。試験では準定常モー

ドであるディーゼル13（D-13）モード試験を行い、

その他の実走行モードとして一般道モード５種類、

高速道モード１種類、塵芥車モード１種類を行う。

また、排気煙排出濃度の試験としてスモーク３試験

を行う。試験モードはいずれも平成９年度と同一で

ある。

③PMおよび排出ガスの測定

PMの測定には部分希釈トンネル装置を使用し、濾

紙に捕集したPMの重量とその中に含まれるSOFおよ

びサルフェートを分析した。

排出ガスは、THC，CO，NOxおよびCO2を連続ガス

分析計で測定した。

④供試車両

第２次汎用性向上型DPFシステムを搭載した供試

車両Ｂは、平成９年度と車体形状が異なるが、エン

ジン排気量および積載量などの主要諸元は同一であ

る。その諸元を表２－３－１に示す。第２次汎用性

向上型DPFシステムは開発途中であることおよび整

備性を考慮して車体フレームの外側に配置した。昨

年度システムに酸化触媒を組み込むにあたり、シス

テムの全長はできるだけ抑えた。DPFシステム搭載

状態を図２－３－１に示す。

表２－３－１　供試車両Ｂ諸元(第２次汎用性向上型DPF装着車)

図２－３－１　DPFシステムの塔載状態(第２次汎用性向上型)

供試車両Ｂ

　　型　　　　式 KC-FE637E

　寸　法　L×W×H 6,080×2,000×2,220

　車両重量　(kg)　 2,540

　定　　員　（名） 3
　最大積載量　（kg) 2,000

型 式 4D33

排気量(cc) 4,214

最 高 出 力 130PS/3,200rpm

最大トルク 31.0kgm/1,800rpm

エンジン
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　第２次汎用性向上型DPFシステムの性能調査

①触媒の選定と配置

表２－３－２に触媒選定調査に用いた触媒の種類

と担持量および配置を示す。触媒はPt：1.5，

2.5g/L，Pd：2.5g/Lの３種類を選定対象とした。

Pt：1.5g/LはDPFの前後に配置してPMおよび排出ガ

スへの影響を確認した。また、触媒への黒煙付着も

選定条件とし、試験終了毎に触媒への黒煙付着状況

も確認した結果、黒煙付着がなく触媒の活性に影響

が少ないと考えられるDPFの後方配置を選択した。

その結果に基づき、PtおよびPdの2.5g/LはDPFの後

方に配置して性能を確認した。

図２－３－２にエンジンベンチにおける触媒の選

定試験の状態を示す。図の右側からエンジン排気が

入るが、DPFシステムは右から再生用電気ヒータ部、

DPF部、熱電対取り出し部、触媒、流路切り替えバ

ルブの配置である。触媒の選定には希釈トンネルは

使用せず、スモーク３試験による排気煙濃度から減

少率を求めた。なお、選定基準は50％以上の改善率

を満足することとした。

図２－３－３に触媒選定試験における黒煙減少率

を示す。Pt：1.5g/LのDPF前方配置が最も高い減少

率を示したが、DPFの前方配置であるから、触媒の

汚れ度合いは最も大きい。なお、４および９～13モ

ードで減少率は０となっているが、これらのモード

ではDPFなしでも黒煙の排出はスモークメータの検

出限界以下である。

図２－３－４にTHCの減少率を示す。DPFのみの１

モードでTHCの増加がみられたが、触媒付のDPFは

90％近い減少率を示した。THCに対してもPt：

1.5g/LのDPF前方配置が比較的良い結果を示した。

図２－３－５にCOの減少率を示す。Pt：1.5g/Lの

DPF前方配置より後方配置の方が減少率が高く10モ

ードまではほぼ100％であった。

図２－３－６にNOxの減少率を示す。酸化触媒で

あり、NOxに対する効果はほとんどない。

以上の結果から第２次汎用性向上型DPFシステムに組

み込む触媒はPt：1.5g/Lの後方配置とした。

②シャシダイナモメータ台上での性能調査

a)D-13モードでの性能調査

選定した触媒をDPFの後方に配置して行ったD-

13モード試験の結果を図２－３－７に示す。

エンジンベンチ試験 シャシダイナモ試験

前方ユニット 後方ユニット 前方ユニット 後方ユニット

1 DPF ― 1 DPF Pt1.5  (g/L)

2 DPF Pt1.5  (g/L) 2 DPF Pt1.0  (g/L)

3 Pt1.5  (g/L) DPF

4 DPF Pt2.5  (g/L)
5 DPF Pd2.5  (g/L)

表２－３－２　触媒の種類と担持量および配置
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図２－３－２　エンジンベンチにおける触媒選定実験の概要 図２－３－３　触媒による排気煙減少効果
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CH/DY試験ではエンジンベンチでの試験結果に加

えて、Pt：1.5g/LのほかにPt：1.0g/Lの触媒付

DPFの性能試験も行った。触媒を装着することに

より、CO，THCは減少するが、PMは増加する。こ

れは触媒によってサルフェートが増加したもの

と考えられる。触媒の担持量を低減すると排出

ガス量を増加させることなくPMを減少させるこ

とが出来たが、触媒なしの状態までは減少しな

い。今後、最適担持量の検討が必要であると同

時に、サルフェートの増加に対処することが必

要である。

触媒の有無によるPM，SOF，サルフェートの排

出量の比較を図２－３－８に示す。PMの増加に対

してSOFとサルフェートの増加が大きく、DPFに酸

化触媒を組み込む弊害が明らかである。

b)実走行モードでの性能調査

実走行モードとして、一般道走行モード：５，

高速道走行モード：１，塵芥車モード：１の試験

を行った。エンジンベンチ試験で選定した触媒を

組み込んだDPFシステムで、それぞれの走行モー

ドにおけるPMの排出量に対する触媒の影響を調査

した結果を図２－３－９に示す。D-13モードでは

触媒を装着することによりPMが増加したが、実走

行モードでは酸化触媒がない場合は、走行モード

の平均速度が増加するにしたがいPMの排出量は減

少するが酸化触媒を装着した場合は更に減少した。

これは、D-13モードでは高負荷モードにおける

高温排出ガスにより、サルフェートが生成される

のに対し、一般道・高速道走行モードの実走行モ

ードでは、D-13モードと異なり排気温度が低くな

ることが影響していると考えられる。また、捕集

フィルタ（濾紙）は触媒を設置した場合もDPFシ

ステム非装着時の黒色ではなく、黄色みを帯びた

白色である。触媒なしでの実走行モードにおける

PM中のSOF，サルフェートの排出量を図２－３－

10に示す。SOFはPM中の約80％を占めているがサ

ルフェートは僅かである。

図２－３－11に酸化触媒を装着して実走行モー

ドを行った結果を示す。実走行モードでは、PM排

出量は図２－３－９に示したように減少している

が、SOFとサルフェートは触媒なしの場合に比べ

てPM中に占める割合が異なっている。特にサルフ

ェートの排出量が増大している。酸化触媒による
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サルフェートの減少率を図２－３－12に示すが、

酸化触媒なしに比べて５倍以上増加しており、最

大では40倍にも達している。この結果から、DPF

の装着で増加したCO，HCを削減するために酸化触

媒を組み込むことにより、SOF，サルフェートが

増加することになり好ましくない。

同時に測定した排出ガス濃度を図２－３－13、

図２－３－14、図２－３－15に示す。平成９年度

はDPFを搭載したことによりTHC，COは増加したが、

触媒の装着によりそれらは減少し、その効果が確

認された。一方、THCは図２－３－13に示すよう

に、平均車速17.3km/hの塵芥車モードでは

15.2km/hの一般道走行モードに対して増加してい

るが、これは塵芥車モードに含まれているごみ収

集作業時のアイドリングアップの影響であると考

えられる。NOxは組み込んだ触媒が酸化触媒であ

るから排出量は変化ない。

c)排気煙排出濃度

スモーク３試験での排気煙排出濃度の測定結果

は酸化触媒を組み込んだシステムであってもスモ

ークメータの濾紙が僅かに変色した程度で測定器

の検出限界以下であった。
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図２－３－８　酸化触媒の有無による粒子状物質の排出量変化
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　まとめ

平成10年度は、平成９年度の第１次汎用性向上型

DPFシステムの成果に基づき、PMの除去性能を維持し

たままで排出ガス浄化を図ることを目標に、酸化触媒

を組み込んだ第２次汎用性向上型DPFシステムについ

て調査を行った。その結果、以下の成果を得た。

①第１次汎用性向上型DPFシステムで生じたTHCおよ

びCOが増加した問題は、酸化触媒を組み込むこと

によって解決した。しかし、SOFおよびサルフェ

ートの増加についてはまだ具体的な対策を講じて

おらず、次年度の課題である。

②酸化触媒が組み込まれてもPMの除去性能を損なう

ことはなく、他の車両にも応用出来るシステムで

あることが確認出来た。

③フィルタは耐熱性の高い炭化珪素（SiC）を使用

しているが、中間の検査でヘアクラックが確認さ

れた。しかし、黒煙除去性能が急変することはな

く、再生時の温度制御によって解決出来る内容で

あると考えられる。供試車両の運転中は目視で排

気煙の排出が確認されたことはなく、ヘアクラッ

クはフィルタを切断調査して初めて明らかになっ

たことである。

④排気煙の排出濃度測定では、スモークメータの検

出限界以下である。また、排気管の内部も黒煙の

付着はなく、優れた性能を持つDPFシステムであ

ることが明らかになった。

⑤DPFシステムを分割構造としたことにより分解、

組立が容易であるが、触媒選定試験でその効果が

明らかであった。実用化を考慮した場合も部品交

換の容易さから分割構造が望ましいと言える。

⑥触媒の効果あるいはヘアクラックが発生していて

も排気煙の排出が急激に増加することがない等の

性能が明らかになったが、現状の制御では捕集・

再生の時間が長いのでシステムの耐久性、信頼性

の向上を図る上で制御時間を短縮する必要がある。

　総括

昨年度の成果に基づき，酸化触媒を組み込んだ第２

次汎用性向上型DPFシステムについて調査を行い、PM

除去性能を損なうことなく排出ガスの浄化が可能であ

り、多種多様なディーゼル車に適用出来る可能性が得

られた。また、今後の世界の排ガス規制は定常モード

での試験ではなく、実走行モードでの規制になる方向

であるが、酸化触媒付DPFは実走行モードで良好な結

果を得ることが出来る可能性が明らかになった。これ

らの結果から、ディーゼルエンジン用のNOx触媒が開

発されれば、現状のエンジン性能を犠牲にすることな

く、PMとNOxを始めとする排出ガスの低減が可能であ

る。

今年度までの汎用性向上型DPFシステムでは捕集、

再生の時間が長いため、短時間に作業が集中する塵芥

車に向いたシステムとして装着することは困難である。

しかし、これらの問題は制御形態を再考することで対

応が可能であり、得られた知見を基に今後は車両毎に

自由度を持った制御系を確立することが必要である。
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４．第３次汎用性向上型DPFシステム

（平成11年度）

　研究方法

①第３次汎用性向上型DPFシステム装着車

汎用性向上型DPFシステムは平成11年度で第３次

型となり、平成10年度と同様に２トン積み平ボディ

ーのトラックに装着して供試車両とした。第２次型

に装着した酸化触媒はサルフェートが増加するので

第３次型には装着していない。

調査項目は平成９年度，10年度と同様に排出ガス

とPMの排出量および排気煙排出濃度である。表２－

４－１に供試車両Ｂの諸元を示す。小型・中型トラ

ックの分類に入る自治体塵芥車と類似した車両であ

るが、平ボディーで車両重量が軽い。また製造メー

カが異なる。

②第３次汎用性向上型DPFシステム

図２－４－１にシステム構成を、図２－４－２に

車載例を示す。SiCモノリシックフィルタを２個配

置し、再生はフィルタの前に配置した電気ヒータで

行う。捕集・再生は３時間捕集、20分再生を１サイ

クルとして交互に行う間歇捕集・再生型である。フ

ィルタの流路切り替えはエアバルブを使用するが、

フィルタ後方に配置することにより黒煙堆積による

作動不良は生じない。エアバルブ作動用のエアコン

プレッサとエアタンクを装備するが、エアが補充さ

れなかった場合は両方のバルブとも開放され、排出

ガスはフィルタの捕集状況に関わらず、両方のフィ

ルタで捕集されるように安全策を講じている。

図２－４－３に供試車両への装着状態を示す。２

個のDPFは中心をずらせて配列し、供試車両の２ト

ン積み平ボディー車のフレームと荷台側面までに納

めた。

供試車両Ｂ

　　型　　　　式 KC-FE637E

　寸　法　L×W×H 6,080×2,000×2,220
　車両重量　(kg)　 2,540

　定　　員　（名） 3

　最大積載量　（kg) 2,000

型 式 4D33

エンジン 排気量(cc) 4,214

最 高 出 力 130PS/3,200rpm

最大トルク 31.0kgm/1,800rpm

表２－４－１　供試車両Ｂ諸元
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図２－４－１　第３次汎用性向上型DPFシステムの構成

図２－４－２　第３次汎用性向上型DPFシステムの車載例
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　DPFシステムの性能調査

①DPFシステムの概要

平成11年度の第３次汎用性向上型DPFシステムは、

耐久性・信頼性の向上を目的にフィルタの直径を拡

大し、長さを短縮して再生時間の短縮を図った。

DPFは炭化珪素（SiC）製で再生を電気ヒータで行う

構造は第１次から変更ない。第２次では排出ガス

（THC，CO）の低減のために酸化触媒をフィルタ後

方に配置したが、その影響でサルフェートが増加す

るので第３次では除いた。

②シャシダイナモメータ台上試験による性能調査

a)D-13モード試験

第３次汎用性向上型DPFシステムを装着した供

試車両のシャシダイナモメータ台上試験での結果

を図２－４－４に示す。試験途中のDPF再生はな

い。

PMの排出量は0.09g/kWhと平成６年規制値（平

均値0.70g/kWh）よりも大幅に減少し、優れた浄

化性能を示した。他の排出ガスも全て規制値を満

足しており、DPF装着による影響はない。

規制年度ごとの規制値に対して、第３次汎用性

向上型DPFシステムのPM除去性能を図２－４－５

に示す。0.09g/kWhのPM排出量は、平成16年の規

制値0.18g/kWhに対しても50％の排出率であり、

現状のままでも十分なPM除去性能を有している。

b)一般道、高速道、塵芥車走行モード

第３次汎用性向上型DPFシステムを装着した供

図２－４－３　第３次汎用性向上型DPFシステム装着車両
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試車両の各走行モードでのPMとTHC，CO，NOxの排

出量を図２－４－６、図２－４－７に示す。

最も低速の自治体塵芥車モード(平均速度：

1.88km/h)でのPM排出量は0.3g/㎞で、モード平均

速度が増加するにしたがい低減し、平均速度

26.77km/hでは0.09g/㎞に、高速道モード(平均速

度：63.35km/h)では0.05g/kmの排出量となった。

THC，CO，NOxの排出量は、速度の増加に伴い排

出量が減少する一般的な傾向を示し、モード平均

速度1.88km/hの自治体塵芥車モードではTHC：

3.7g/km，CO：8.6g/km，NOx：15.4g/kmであるが、

平均速度63.35km/hの高速道モードではそれぞれ

0.3g/km、0.9g/km、1.5g/kmに低減した。

c)排気煙排出濃度

平成10年度と同様に測定器の検出限界以下であ

った。

　成果

第３次汎用性向上型システムでは捕集・再生を確実

に行うことにより、耐久性・信頼性を向上させること

を主題として第２次汎用性向上型システムで用いた酸

化触媒を除き、DPFの寸法を変更した。フィルタ径の

拡大に伴いヒータの形状も設計変更し、合わせてフィ

ルタ長さを短縮することで再生時間の短縮を図った。

その結果、サルフェートの排出問題はなく、PM除去性

能を維持したまま小型・中型トラック用として問題の

ない性能が得られた。特に、PMの除去性能は平成16年

規制値に対しても50％の値を示しており、このままで

も国内規制への対応は可能である。長時間の耐久試験

は実施していないが、供試車両において３時間捕集、

20分再生の機能は問題なく、実用可能性の高いシステ

ムが構築できた。

　今後の課題

実用化を考慮して耐久性・信頼性の向上を主題とし

た第３次汎用性向上型DPFシステムは、良好なPM排出

量の除去性能を示し、平成16年規制も現状のままで満

足できる余裕のあることが明らかになったが、耐久性

については未解決な部分もある。しかし、捕集・再生

が確実に行われ、PM規制値に対する余裕度も高いので

実用化に一歩踏み出したと考えられる。走行試験を行

って耐久性・信頼性を評価すること、およびできる限

り小型軽量化を図ることが課題である。

本システムは電気ヒータを使用した再生方式である

ため、発電器とバッテリーの容量拡大が必要である。

供試車両には冷凍車などの発電器を２台装着できる仕

様もあるので、発電容量の拡大は比較的容易であった

が、DPFの再生には２kWの電力が必要で、発電器の容

量拡大と発電量の高効率制御が必須の条件となる。そ

のため、車種によっては複数の発電器を装着出来ず，

第３次汎用性向上型DPFシステムを装着出来ない車両

もでてくる可能性がある。発電系統の開発に関しては

自動車メーカの協力が得られなければ、システムとし

て成立が危ぶまれることになると思われる。
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Ⅱ－３　自動車メーカ製DPFシステム

１．平成10年度調査

　DPFシステム調査

DPFシステムを搭載する車両として当初は２トン積

みトラック（塵芥車）を想定した。国内大型自動車メ

ーカのトラック用DPFシステムの開発状況を調査し、

その結果を基に自治体の塵芥車に搭載するシステムの

選択を行い、シャシダイナモメータ台上試験で性能調

査を行った。

①DPFシステムの概要

自動車メーカ製DPFシステムは、路線バス用とし

て平成９年度から実証試験に使用されている実績を

基に、トラック用としたものである。電気ヒータに

よる強制再生式であるが、繊維状セラミックの外側

のカバーがそのままヒータとなるので全体はコンパ

クトである.トラックはフレームがあるので、その

外側あるいはマフラー設置スペースはあるが、使用

過程車ではDPF装着のために既存部品の移設などの

改造は困難であるから、標準マフラーの寸法内に収

まるように小型化が必要である。平成10年度の２ト

ン積みトラック用、2.5トン積み塵芥車用ともに小

型化が図られており、いずれも標準マフラーと交換

してフレーム付近に設置され、外部からはDPFの搭

載を確認することは出来ない。

②調査項目

自動車メーカ製トラック用DPFシステムの性能調

査として、PMと排出ガスの排出量および排気煙排出

濃度を調査する。

③供試車両

自動車メーカ製DPFシステムは路線バス用から発

展したシステムである。装着可能な車種は当初２ト

ン積みトラックであったが、年度末には中型トラッ

クにも装着できるシステムが開発され、自治体の

2.5トン積み塵芥車に装着して性能評価を行った後、

実際のごみ収集作業に投入されて実証試験を行った。

供試車両Ｃ（２トントラック）の仕様を表３－１－

１に、DPFシステムの車載状態を図３－１－１に示

す。フレームの内側に収まるように配置されており

図の右側が前方である。DPFは燃料タンクの陰に隠

れてもう１個あり、２個のユニットの間から排出ガ

スが導入される構造になっている。フィルタの材料

および構造等は路線バス用と同様でコンパクトに収

まる構造であるが、排気管のとり回しが複雑になる。

表３－１－１　供試車両Ｃの諸元

図３－１－１　自動車メーカ製DPFシステムの塔載状態

供試車両Ｃ

　　型　　　　式 KC-NKR66LAV-4EX

　寸　法　L×W×H 6,100×1,880×2,175

　車両重量　(kg)　 2,390

　定　　員　（名） 2
　最大積載量　（kg) 2,000

型 式 4HF1

エンジン 排気量(cc) 4,334

最 高 出 力 130PS/3,200rpm

最大トルク 31.0kgm/1,800rpm
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同様に自治体の供試車両Ｄ（2.5トン積み塵芥

車）の仕様を表３－１－２に示す。いずれも同一自

動車メーカ製のトラックであるが、システムは他社

の車両にも装着できる可能性をもっている。供試車

両の状況を図３－１－２，３－１－３に示す。２ト

ントラック用システムは平成11年度に自治体の塵芥

車に装着して実証試験を実施する計画である。

　PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出濃度の調査

①試験モード

自動車メーカ製DPFシステムの性能はシャシダイ

ナモメータ台上試験で調査する。試験モードは準定

常のディーゼル13（D-13）モードと、実走行モード

として一般道モード５種類、高速道モード１種類、

塵芥車モード１種類を行う。排気煙排出濃度はスモ

ーク３試験を行う。

②シャシダイナモメータ台上試験による性能調査

a)D-13モード試験

表３－１－３にD-13モードでのPMと排出ガスの

規制値を示す。規制値（許容限度）を100とした

場合の自動車メーカ製DPFシステムの性能を図３

－１－４に示す。DPFを搭載していない場合との

比較は出来ないが、供試車両Ｃ、供試車両Ｄとも

規制値は満足している。供試車両ＤのNOxが規制

値の許容限度に近い値を示したが、自動車メーカ

のシステムは、PMと排出ガス、特にNOxとの排出

量の関係をエンジン調整とDPF制御系との調整で

対処できるようになっていることから、供試車両

はPM低減が主体の設定であったと考えられる。

供試車両Ｄ

　　型　　　　式 　

　寸　法　L×W×H 6,090×2,260×2,500

　車両重量　(kg)　 3,160

　定　　員　（名） 3
　最大積載量　（kg) 2,000

型 式 6HH1

エンジン 排気量(cc) 8,226

最 高 出 力 210PS/2,850rpm

最大トルク 55.0kgm/1,700rpm

図３－１－２　供試車両Ｃ（２トン積みトラック）
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2トン車(パネルバン)

4トン車(塵芥車)

規制値 CO (g/kWh) HC (g/kWh) NOx (g/kWh) CO2 (g/kWh) PM (g/kWh)

許容限度 9.20 3.80 7.80 ― 0.96

規制平均値 7.40 2.90 6.00 ― 0.70

図３－１－３　供試車両Ｄ（2.5トン積み塵芥車）

図３－１－４　規制値（許容限度）に対する排出割合

（自動車メーカ製DPFシステム）

表３－１－３　D-13モードでのPMと排出ガスの規制値

表３－１－２　供試車両Ｄの諸元
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b)実走行モードでの性能

第２次汎用性向上型DPFシステムと同様に、一

般道走行モード：５、高速道走行モード：１、塵

芥車モード：１の実走行モードを行った。

図３－１－５，３－１－６，３－１－７，３－

１－８にPMと排出ガスの排出量をモード平均車速

で対比した結果を示す。モード平均車速が増加す

るにしたがい、各排出ガスの排出量が減少する傾

向は通常のディーゼル車と同様である。

PMはモード平均車速が増加するにしたがい減少

しているが、高速道モードで増加している。しか

し、これもエンジンとDPFの制御系との調整で対

応出来る範囲ではないかと思われる。

THCは図３－１－６に示すように、塵芥車モー

ドでは一般道走行モードに対して増加しているが、

これは塵芥車モードに含まれているごみ収集作業

時のアイドリングアップの影響であると考えられ

る。

c)排気煙排出濃度

スモーク３試験による排気煙排出濃度は供試車

両Ｃ、供試車両Ｄとも第２次汎用性向上型DPFシ

ステムと同様に測定器の検出限界以下であった。

　まとめ

自動車メーカ製DPFシステムは開発途中で中止した

システムもあり、複数のシステムが揃う状況に至らな

かったが、１社から基本構造は同一で２トン積みトラ

ックと2.5トン積み塵芥車に適用できるシステムが開

発された。２個のフィルタを持ち、捕集・再生を交互

に行うシステムであるが、フィルタ本体がSiC繊維の

フェルト状であることから、セラミックモノリスフィ

ルタに見られる割れの問題はなく、耐久性では優位性

を持ったシステムである。また、電気ヒータが全面加

熱であるからPMの燃焼伝播の距離が短縮され、再生の

確実性が上がることが考えられる。
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図３－１－５　DPF装着車両のPM排出量

(自動車メーカ製DPFシステム）

図３－１－６　DPF装着車両のTHC排出量

（自動車メーカ製DPFシステム）

図３－１－７　DPF装着車両のCO排出量

（自動車メーカ製DPFシステム）

図３－１－８　DPF装着車両のNOx排出量

（自動車メーカ製DPFシステム）
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平成10年度に開発された小型・中型トラック用DPF

システムをそれぞれ供試車両Ｃ，Ｄに装着して性能試

験を行った結果、PM低減効果が大きく、適用範囲が広

いシステムであることは明らかであるが、排出ガス規

制値（許容限度）に対する排出割合の結果から、使用

過程車に装着する場合はエンジン調整が必要である。

本システムは、平成11年度に５自治体の塵芥車での

実走行における評価試験を行う計画であるが、モノリ

スフィルタのようにヘアクラック等による破損のない

耐久性、信頼性の高いシステムであることが明らかに

なった。トラックに装着しての実証試験はまだ日が浅

いが、今後継続して行くことで耐久性、信頼性が高ま

るものと考えられる。また、他社製の車両にも装着す

ることが可能であることから、本調査の目標である汎

用性向上に対して最短距離にあるシステムであると言

える。

自動車メーカ製システムは1社だけであったが、２

トン積みトラック用を2.5トン積み塵芥車用にするま

でに５カ月弱の期間であった。路線バス用の実績が基

礎になっているが、あらゆるディーゼル自動車に適用

出来る可能性が明らかで今後の発展が期待される。

路線バス用で課題であった初期コストおよびメンテ

ナンスコストについても、台数が増加することによっ

て解決の方向に向かうと考えられる。また、車両の範

囲が拡大することによって今まで参入していなかった

他の自動車メーカも参入する可能性が高く、ますます

汎用性向上の目標に向かうことが可能である。

２．平成11年度調査

自動車メーカが開発したDPFシステムを自治体の塵

芥車５台に装着し、実証試験による実用性評価とシャ

シダイナモメータ台上試験による性能調査を行った。

　研究方法

①実証試験による実用性調査

平成10年度末に自治体の塵芥車に装着した自動車

関連メーカ製DPFシステムを、平成11年度には残り

の４自治体の塵芥車に装着した。その結果、塵芥車

を想定した小型・中型トラック用DPFシステムの実

証試験体制が整うことになり、各自治体において実

証試験を行った。

②調査項目

５自治体での実証調査は日常の塵芥収集作業にお

いて以下の項目について行った。

a)実証試験実施体制に関する調査

b)運航中に生じたDPFの異常内容、それに対する

処置に関する調査

c)DPF装着による燃費、黒煙排出に関する調査

d)DPF装着車の作業等におよぼす影響に関する調

査

③供試車両

実証試験を行うDPF装着車は５自治体の塵芥車を

各１台用いた。５台のうち１台は平成10年度末に

DPFシステムを装着し、平成11年度は残り４台に装

着した。供試車両の内訳は、積載量で２トン積み３

台（自治体Ａ，Ｂ，Ｅ）、2.5トン積み１台（自治

体Ｃ）、3.35トン積み（自治体Ｄ）１台である。基

本車種は２種類で、２トン積み車両３台とそれ以外

の２台は別車種である。排気方式は自治体Ａが床下

排気、その他の４台は運転席後方の上方排気である。

図３－２－１～図３－２－５に各自治体の塵芥車を

示す。また、表３－２－１に供試車両の諸元を示す。

全車とも平成６年規制対応車である。

図３－２－１　自治体Ａ塵芥車（２トン積み）
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自治体 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

車　　　　　名 いすゞエルフ いすゞエルフ いすゞフォワード いすゞフォワード いすゞエルフ

年　　　　　式 H9 H9 H9 H9 H10

型　　　　　式 KC-NKR66EP ← KC-FRR33D3 KC-FRR33D4 KC-NKR66E

寸　法　L×W×H 5,220×1,850×2,280 5,160×1,840×2,230 6,640×2,200×2,680 6,650×2,200×2,820 5,200×1,860×2,380

車両重量　（kg） 4,120 3,970 5,320 5,850 3,760

定　　員　(名） 3 ← ← ← ←

最大積載量　（kg） 2,000 2,000 2,500 3,350 2000

車両総重量　（kg） 6,285 6,135 7,985 9,365 5,925

型 式 4HF1 ← 6HH1 ← 4HF1

エンジン 排気量(cc) 4,334 ← 8,226 ← 4,334

最 高 出 力 130PS/3,200rpm ← 210PS/2,850rpm ← 130PS/3,200rpm

最大トルク 31.0kgm/1,800rpm ← 55.0kgm/1,700rpm ← 31.0kgm/1,800rpm

パレットメーカ 富士重工 富士車輌 極東開発 ← 新明和

登録年月日 H9.12 H5.7.31 H5.9.7 H5.9.15 H6.12.10

装着システム
いすゞセラミックス

研究所製
← ← ← ←

図３－２－３　自治体Ｃ塵芥車（2.5トン積み）

図３－２－４　自治体Ｄ塵芥車（3.35トン積み）

図３－２－５　自治体Ｅ塵芥車（2トン積み）

表３－２－１　供試車両諸元（自治体車両）

図３－２－２　自治体Ｂ塵芥車（２トン積み）
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④調査内容

a)実証試験実施体制に関する調査

実証試験を行うにあたり、異常発生等の情報と

その対応が錯綜することがないように、実施上の

ルールと各自治体を含む関係者間の連絡体制を定

める。基本ルールは統一するが、連絡体制は各自

治体毎に環境部局および塵芥作業車の所属する事

業所とDPFメーカ、JARIとの組織および担当者間

で定め、異常に対するメーカ側への連絡およびメ

ーカの対応等の流れを確認する。

b)DPFの異常内容と，それに対する処置に関する

調査

DPFシステム装着車が運行中に異常事態になっ

た時、その状況を的確に速やかに報告し、修理等

の対応がとれるように、また、各自治体毎の連絡

内容に差が生じないように定められた書式の

「DPFシステム装着車両異常時連絡表」を作成し

て異常事態を連絡する。表３－２－２に異常時連

絡表の書式を示す。

c)DPF装着による燃費、黒煙排出に関する調査

DPFシステムを装着することによる性能への影

響として、排気系統の圧力が変化し燃費に影響を

記録者氏名

確認者氏名

 

1 異　常　内　容 異常ランプ点灯　　　黒煙排　　　継ぎ手等からの漏れ

　 異音・異臭　　　その他

2 黒煙の排出 大量 少量 微量 なし

3 判　　　断 DPFシステムの異常 DPFシステム以外の異常

4 発生年月日 　平成　　　年　　　月　　　　日（　）　　　　　 　

5 時刻（注１）及び 　運行開始： 　　時　　　分 　　　　km

　 走行距離（注２） 　異常発生： 　　時　　　分 　　　　km

6 天　　候

7 運　行　形　態 作業中 回送中 点検時 　

8 作業番号及び行先
（作業中のみ）

　 　 　 　

9 場　所（注３） 　 　

10 場所の状況 　平　地　　 上り坂 下り坂 高速道路

(作業時，回送時のみ) 渋滞中 走行中 停車中 　
（複数回答可） 郊外 市街地 繁華街

11 パレット内の状況 全積 半積 空積

12 DPF本体の状態
（事故の場合）

損傷大 損傷小 問題なし

13 状況説明，概略図等

(ｽｹｯﾁ等参考資料)（注４）

　　　　　　　　　別紙（あり，なし）

（注１）：時間表示は24時間表記．

（注２）：走行距離計の読み値

（注３）：場所は××地区にて，××交差点手前にて，事業所内，等具体的に記述．

（注４）：異常時の状況がわかるような説明及び概略図が望ましい．

        市環境事業局          事業所

　   　　曇　　   　　雨　　　   　雪   　　　　霧　　　　

表３－２－２　異常時連絡表
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およぼすことが考えられる。燃費の調査として各

自治体毎に月間の走行距離と燃料消費量を記録し、

燃費（km/l）を算出してDPF非装着車両と比較す

る。DPF装着車と非装着車は同一車種で使用開始

時期も運転経路もほぼ同じで、同一の事業所に所

属する車両であるが、運転者だけが異なる。また、

黒煙は定期的にスモークメータで確認するが、測

定が困難な場合は始業点検時に目視点検で排気煙

の排出を確認する。

d)DPF装着車の作業等におよぼす影響に関する調

査

各自治体のDPF関係者に対し、DPF装着車に対す

る使用者側の評価を調査するために、DPFの必要

性等の項目を上げてアンケート調査を行う。アン

ケートは表３－２－３に示す12項目で、「はい」、

「いいえ」、「どちらとも言えない」等からの択

一とし、「はい」、「いいえ」に関しては理由の

記入欄を設けて自治体環境部局のDPF関係者を対

象に配布し回答を依頼する。

⑤DPFシステム

供試車両に装着したDPFシステムは全車とも同一

構造のシステムである。自治体Ｃ車には平成10年度

末に装着し、残りの４台は平成11年度になって装着

した。

フィルタは炭化珪素（SiC）繊維の不織布を疎、

密の二重にし、金属網で挟み込み蛇腹状の円筒にし

て捕集面積の拡大を図っている。捕集・再生は２個

のフィルタを交互に使用して行い、２時間捕集、15

分再生を繰り返す。フィルタの再生は電気ヒータ方

式で、フィルタを挟んだ入口側の金網の全面がヒー

タになり再生時間の短縮が図られている。図３－２

－６にフィルタ、図３－２－７に車載時の概略を示

す。

番号 アンケート項目 回　　答
1 DPFの機能についてご理解いただけましたか。 はい いいえ どちらとも言えない

　「はい」、「いいえ」に関する理由。
2 DPFの性能に満足されましたか。 はい いいえ どちらとも言えない

　「はい」、「いいえ」に関する内容。

3 DPFは必要だと思いますか。 はい いいえ どちらとも言えない
　「はい」、「いいえ」に関する理由。

4 価格に対する印象は如何ですか。 高い 安い どちらとも言えない
　許容される価格。

5 DPF搭載によって何らかの問題が生じましたか。 はい いいえ

　生じた問題とその対応。
6 実作業での使い勝手は如何ですか。 良い 悪い どちらとも言えない

　「良い」、「悪い」点。
7 作業中に黒煙はでましたか。 はい いいえ 良く分からない

　どのような時に出ましたか。
8 　運転中に違和感がありますか。 はい いいえ どちらとも言えない

　どのような違和感ですか、許容できますか。
9 搭載への抵抗感はありますか。 はい いいえ どちらとも言えない

　どのような抵抗感ですか。
10 周辺住民の方々の評判は如何ですか。 良い 悪い 良く分からない

　どのような評判ですか。
11 　周辺住民の方々の意見を直接耳にしたことがありますか。 はい いいえ

　どのような意見ですか。
12 DPFの将来性への意見をお聞かせ願います。

表３－２－３　アンケート項目
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　PM・排出ガスの排出量及び排気煙排出濃度の調査

①調査項目

a)PMと排出ガスの排出量及び排気煙濃度の調査

DPFシステムを装着した車両で、D-13モードと

実走行の各種走行パターンにおけるPMと排出ガス

の排出量および排気煙排出濃度に関して、シャシ

ダイナモメータ台上試験で性能を調査する。

モード試験で測定する排出ガスは、THC，CO，

CO2、NOxで、PMを測定したフィルタからSOFとサ

ルフェートも測定する。また、排気煙排出濃度は

シャシダイナモメータを使用したスモーク３試験

法とフリーアクセル法で測定する。シャシダイナ

モメータ台上試験装置の概略を図３－２－８に示

す。

図３－２－８　シャシダイナモメータ台上試験の概略

図３－２－６　塵芥車に使用しているフィルタ 図３－２－７　塵芥車に使用している自動車メーカ製DPFシステムの概略

図３．２－８　シャシダイナモメータ台上試験の概略



DPFシステムの汎用性向上に関する調査

60

②供試車両

a)自治体塵芥車（自動車メーカ製DPFシステム）

シャシダイナモメータ台上での自動車メーカ製

DPFシステムを装着した自治体塵芥車の性能調査

には図３－２－２に示す自治体Ｂ車（２トン積み

塵芥車）と、図３－２－３に示す自治体Ｃ車

（2.5トン積み塵芥車）を供試車両として使用し

た。各車両は実証試験に用いた車両と同一で調査

項目は排出ガスとPMである。

表３－２－４にシャシダイナモメータ台上試験

を行った自治体Ｂ車と自治体Ｃ車の諸元を示す。

２台の車両は自治体塵芥車としては一般的な車両

である。

③試験モード

DPFシステムの性能はシャシダイナモメータ台上

試験で調査した。試験では準定常モードであるディ

ーゼル13（D-13）モード試験と、その他の実走行モ

ードとして一般道走行モード５種類、高速道走行モ

ード１種類、塵芥車モード３種類を行う。塵芥車モ

ードは昨年度まで試験したJARIで作成したモードの

他に自治体の塵芥車モードも行った。また、スモー

ク３試験とフリーアクセル法で黒煙濃度の試験を行

う。

試験モードの一覧を表３－２－５に、走行モード

のパターンを図３－２－９に示す。

塵芥車モードのうち、自治体モードは自治体Ｂ、

Ｃからの試験希望により試験モードに加えた。いず

れのモードも平均速度の遅い塵芥収集作業中と平均

速度の早い作業終了後に集積場まで走行するモード

に分かれている。JARIの塵芥車モードは両方が含ま

れている。

対　応　車　種 小型・中型トラック ←

導　入　自　治　体 Ｂ Ｃ

車　　　　　名 いすゞエルフ いすゞフォワード

年　　　　　式 H9 H9

形　　　　　状 塵芥車 ←

型　　　　　式 KC-NKR66EP KC-FRR33D3

寸　法　L×W×H 5,160×1,840×2,230 6,640×2,200×2,680

車両重量　（kg） 3,970 5,320

定　　員　(名） 3 ←

最大積載量　（kg） 2,000 2,500

車両総重量　（kg） 6,135 7,985

型　式 4HF1 6HH1

エンジン 排気量(cc) 4,334 8,226

最高出力 130PS/3,200rpm 210PS/2,850rpm

最大トルク 31.0kgm/1,800rpm 55.0kgm/1,700rpm

装着システム
いすゞセラミックス

研究所製
←

試験内容 実証試験＋CH/DY試験 実証試験＋CH/DY試験

表３－２－４　供試車両諸元（自治体Ｂ，Ｃ）

　　　　モード 一般道 高速道 塵芥車
HCS11 HCS21 HCS31 HCS41 HCS51 HHC7 JINKAI KS1 KS3 YG1 YG2 NY3 D-13 スモーク３

平均速度　km/h 8.69 15.28 26.77 34.29 45.02 63.35 17.26 2.85 11.99 6.05 1.88 22.2 — —
走行距離　km 2.41 4.03 8.53 10.24 16.28 18.37 8.42 0.96 2.97 2.01 0.57 4.92 — —
計測時間　sec 999 950 1,148 1,075 1,302 1,044 1,757 1,212 893 1,198 1,097 798 1,200 —
　備　　　考 JARIモード 自治体Ｃモード 自治体Bモード — —

表３－２－５　試験モード一覧
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　研究結果

①実証試験実施体制

実証試験実施に際して「公健協会DPF調査におけ

る業務実施上のルール」を定めた。内容は①自治体

清掃部局および環境部局、②製造メーカ、③JARIに

対するルールとして、各自治体に対して統一した内

容とし、表３－２－６に示す項目で構成した。

連絡体制は、各自治体毎に組織名称や担当部署が

異なるため、ルールをもとにして自治体毎に設定し

た。図３－２－10～図３－２－14に自治体Ａ，Ｂ，

Ｃ，Ｄ，Ｅとの連絡体制を示す。

②異常発生内容と原因および対応

５自治体の塵芥車に装着したDPFシステムは、装

着後平成12年３月末までに、自治体Ａ：１件，自治

体Ｂ：４件、自治体Ｃ：１件、自治体Ｄ：１件の合

計７件の異常が発生した。自治体Ｅからは異常発生

は報告されていない。各自治体から発行された

「DPFシステム装着車両異常時連絡表」を整理した

異常発生状況の一覧を表３－２－７に示す。

DPFシステムに異常が発生した場合、運転席に設

置したモニタの異常ランプが点灯するが、７件のう

ち４件については異常ランプが点灯した。点灯した

４件のうち３件は「部品の破損」、「圧力設定の不

良」、「圧力計配管への水漏れ」が原因で制御信号

の授受が的確に行われず、DPFの作動不良が発生し

たと制御装置が判断した結果である。特に圧力検出

系統での異常は、フィルタに目詰まりが発生したと

制御装置が判断する可能性がある。残りの１件はデ

ータのバックアップを取る前にバッテリー端子を外

したため、記録されたデータが消滅したので異常発

生原因を解明出来なかったが、点検後は問題なく復

帰した。

異常ランプが点灯しなかった３件のうち、１件は

再生時のみ点灯しているランプが再生終了後も消灯

しなかった異常である。捕集・再生の制御プログラ

ムの問題と考えられたのでプログラムを修正したが、

その後は問題なく解決したと考えられる。

これらの内容は、システム異常として判断された

結果であるが、その都度対策を講じて解決している。

しかし、各自治体の塵芥車の構造はそれぞれ異なっ

ているのでDPF関連部品の配置、周辺の配管、配線

類も異なるため、制御系統についても１台毎の調整

が必要であるから、今後も異常が発生する可能性は

残っている。

他の２件は排気管からの漏れであった。１件は排

気管の溶接強度の不足が原因で溶接強度を上げるこ

とにより解決した。これはDPF装着のために排気系

統の一部を改造する際に生じた問題で、装着台数が

増加して現物合わせ的に製作される部品が減少すれ

ば解決すると思われる。

残りの１件はフィルタ容器の鏡板が変形したた

めに円筒部との間に生じた僅かな隙間が原因となっ

て生じた漏れであった。入口側が変形すると捕集前

の排出ガスが流出してしまうため、変形への対応策

が必要である。漏れた場合は圧力が発生しないため

に捕集が継続して目詰まりが生じ、再生不良等の問

題を誘発する可能性があるので注意しなければなら

ない。

対象組織 対　象　者 対象内容 項目

日常点検時 目視点検での確認

異常時連絡表の作成

運　転　者 作業時 異常の連絡

DPF以外のトラブルの連絡

自治体清掃部局 アンケートへの回答 アンケート調査への協力

日常点検時 メーカへの異常内容の連絡

事業所整備管理者 燃料補給時 燃費データの記録、報告

スモーク測定時 スモーク測定の記録、報告

作業時 異常の確認、連絡

車両管理担当者 車両貸借契約事項等 装着時、試験時の貸借

自治体環境部局 担　当　者 進捗状況の報告 検討会等への報告

清掃部局、JARIとの報告、連絡体制 —
補償期間 無償保証期間の設定等

保守点検 保守点検内容の検討、保守契約等

製造メーカ 異常発生時の対応

異常時の対応 異常発生時の費用の取り扱い

保守点検、異常時対応の扱い

定常的な業務 スモーク測定、燃費まとめ

検討会の開催、事務局活動

JARI 報告内容と対応の確認

異常時 試験継続の判断

公健協会への報告

表３－２－６　実証試験実施上のルール



Ⅱ　調査研究の成果

63

自治体Ａ
　　①：連絡
　　②：対応，確認
　　（担当者の敬称略）

①-1   
運転者 清掃局小台清掃事業所 清掃局作業部作業課 環境保全局大気保全部

②-2 　運行担当者：未設置 ①-3 　車両船舶係 ①-11 　自動車公害対策室
　　整備管理者：大川　勝裕 　　係長　菅原　孝昭 　　課務担当係長　中村　健
　　　Tel : 03 - 3882 - 1375 ②-3  Tel : 03 - 5321 - 1111(内44-221) ②-11 　　　Tel : 03 - 5388 - 3491
　　　Fax : 03 - 3870 - 3977  Fax : 03 - 5388 - 1601 　　　Fax : 03 - 5388 - 1376

     ①-5        ②-5
   　①-2        　    ②-1    ①-8                ②-10

      　  　　　　　　　    
いすゞセラミックス研究所 ①-9 JARI 公健協会
　技術第４部　サービス課　 　エンジン・環境研究部 ①-12 　基金事業部　事業課
　　課長　大串 ②-8 　　　辜　敬之 　　課長　
　　　Tel : 0466 - 43 - 2200 　　　Tel : 0298 - 56 - 1111 ②-12 　　　Tel : 03 - 3586 - 1526
　　　Fax : 0466 - 45 - 2728 　　　Fax : 0298 - 56 - 1134 　　　Fax : 03 - 3224 - 9587
    
    ①-7             ②-7    ①-4      ②-4

 
いすゞモーター東京  
　世田谷営業所              
　　南部ミドルマネージャー
　　　Tel : 03 - 3329 - 2121    ①-10                 ②-9
　　　Fax : 03 - 3329 - 2329
　  
     ①-6            ②-6
    
いすゞ自動車
　CV商品企画室　    
　　ｼﾆｱｽﾀｯﾌ　大倉　由喜路
　　　Tel : 0466 - 45 - 2606    
　　　Fax : 0466 - 45 - 6394

図３－２－10　自治体Ａの連絡体制

自治体Ｂ
　　　①：連絡
　　　②：対応，確認
　　　（担当者の敬称略）

①-1   
運転者 環境事業局事業推進部 環境保全局

②-2 　車両課管理係長  ①-10 　交通環境対策担当
　　　長崎　威之 　　係長　落合　純一
　　　Tel : 045 - 441 - 8201 ②-10 　　　Tel : 045 - 671 - 2490
　　　Fax : 045 - 441 - 8203                      　　　Fax : 045 - 681 - 2790 

       ①-9
　　①-2　　 　　　　②-1  

   　 ①-4      ②-4         ②-7
　　　　　　  　        

             いすゞセラミックス研究所     ①-8 JARI 公健協会
　技術４部　サービス課　    　エンジン・環境研究部 ①-11 　基金事業部　事業課
　　課長　大串     ②-7 　　　辜　敬之 　　課長　
　　　Tel : 0466 - 43 - 2200 　　　Tel : 0298 - 56 - 1111 ②-11 　　　Tel : 03 - 3586 - 1526
　　　Fax : 0466 - 45 -2728 　　　Fax : 0298 - 56 - 1134     　　　Fax : 03 - 3224 - 9587

　①-6　　　　　　　　　　②-6                                                  
　　　　　　　　　　     　 ①-3　　　　 ②-3
神奈川いすゞ　本社         
　サービス部
　　課長　小川
　　　Tel : 045 - 846 - 1155    ①   　　             ②-8
　　　Fax : 045 - 846 - 1348

 
   ①-5                 ②-5
  
いすゞ自動車
　CV商品企画室　
　　ｼﾆｱｽﾀｯﾌ　大倉　由喜路
　　　Tel : 0466 - 45 - 2606
　　　Fax : 0466 - 45 - 6394       

図３－２－11　自治体Ｂの連絡体制
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自治体Ｃ
　　　①：連絡
　　　②：対応，確認
　　　（担当者の敬称略）

①-1 　 　
運転者 川崎生活環境事業所 環境局 環境局公害部

②-2 　 ①-3 　収集計画課 ①-11 　自動車対策課
　　係長　原　           石塚               　　係長　丸山　學
　　　Tel : 044 - 541 - 2043 ②-3 　　　Tel : 044 - 200 - 2570 ②-11 　　　Tel : 044 - 200 - 2530
　　　Fax : 044 - 548 - 8442 　　　Fax : 044 - 201 - 2216 　　　Fax : 044 - 211 - 6087

　　　　②-5     
　  ①-2　　　　   　　②-1 　 ①-8　　　    　②-10
　  　   　

            いすゞセラミックス研究所 ②-9 JARI 公健協会
     　   ①-5 　技術第４部　サービス課　 　エンジン・環境研究部 ①-12 　基金事業部　事業課

　　課長　大串　 ②-8 　　　辜　敬之 　　課長　
　　　Tel : 0466 - 43 - 2200 　　　Tel : 0298 - 56 - 1111 ②-12 　　　Tel : 03 - 3586 - 1526
　　　Fax : 0466 - 45 - 2728 　　　Fax : 0298 - 56 - 1134 　　　Fax : 03 - 3224 - 9587

　　 ①-7　　　　　　　②-7   ①-4
   　  ②-4

神奈川いすゞ　本社 　
　サービス部
　　課長　小川 　
　　　Tel : 045 - 846 - 1155
　　　Fax : 045 - 846 - 1348

 
　　 ①-6　　　　  　 　②-6　　
　                         
いすゞ自動車
　CV商品企画室　
　　ｼﾆｱｽﾀｯﾌ　　大倉　由喜路 ①-10
　　　Tel : 0466 - 45 - 2606
　　　Fax : 0466 - 45 - 6394  ②-9

図３－２－12　自治体Ｃの連絡体制

自治体Ｄ
　　　①：連絡
　　　②：対応，確認
　　　（担当者の敬称略）

    ①-1 　  
運転者 環境事業局昭和環境事業所 環境事業局作業課 環境保全局

    ②-2 　指導管理係　 ①-3 　主査(指導管理) ①-8 　交通公害対策課
　　係長　江崎　正夫 　　古田　弘英 　　主査　古谷　伸比固
　　　Tel : 052 - 871 - 0504 ②-3 　　　Tel : 052 - 972 - 2375 ②-8 　　　Tel : 052 - 972 - 2681
　　　Fax : 052 - 871 - 0505 　　　Fax : 052 - 972 - 4130 　　　Fax : 052 - 972 - 4155

      ①-5       ②-5 　 ①-9
     ①-2        　　　    　　　   ②-1  　　　　    　

②-11
              いすゞセラミックス研究所 ①-10 JARI 公健協会

　技術第４部　サービス課　 　エンジン・環境研究部 ①-12 　基金事業部　事業課
　　課長　大串 ②-9 　　　辜　敬之 　　課長　島田　幸司
　　　Tel : 0466 - 43 - 2200 　　　Tel : 0298 - 56 - 1111 ②-12 　　　Tel : 03 - 3586 - 1526
　　　Fax : 0466 - 45 - 2728 　　　Fax : 0298 - 56 - 1134 　　　Fax : 03 - 3224 - 9587

 
　　①-7              ②-7    ①-4    　②-4

              
愛知いすゞ　本社        
　サービス部
　　部長　中村　  
　　　Tel : 052 - 882 - 3123
　　　Fax : 052 - 882 - 3124
     ①-11　　　　　　　　②-10
     ①-6      　　　   ②-6

       
いすゞ自動車
　CV商品企画室　
　　ｼﾆｱｽﾀｯﾌ　大倉　由喜路
　　　Tel : 0466 - 45 - 2606
　　　Fax : 0466 - 45 - 6394

図３－２－13　自治体Ｄの連絡体制
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自治体Ｅ
　　①：連絡
　　②：対応，確認
　　（担当者の敬称略）
　

　①-1   
運転者 環境局廃棄物事業部若林環境事業所 　 環境局総務課庶務係 環境局環境部

　②-2   (運行管理)   ①-3 　 ①-11 環境対策課推進係
  (整備管理)       　 　　係長　奥田　善昭

Tel : 022-289-2051 ②-3 Tel : 022 - 214 - 8213 ②-11 Tel : 022 - 214 - 8221
 Fax : 022-289-5775 Fax : 022 - 268 - 2861 Fax : 022 - 214 - 0580

      ①-5       ②-5 　　   
      ①-2　　　             ②-1    ①-8               ②-10
　　　　　　　                     　

　　　　 いすゞセラミックス研究所 ①-9 JARI 公健協会
　技術第４部　サービス課 　エンジン・環境研究部 ①-12 　基金事業部　事業課
　　課長　大串 ②-8 　　　辜　敬之 　　課長　

Tel : 0466 - 43 - 2200 Tel : 0298 - 56 - 1111 ②-12 Tel : 03 - 3586 - 1526
Fax : 0466 - 45 - 2728 Fax : 0298 - 56 - 1134 Fax : 03 - 3224 - 9587

　  

      ①-7                   ②-7
                       　         ①-4      ②-4
宮城いすゞ　スクエア店
　サービス部         
　　部長　相原

Tel : 022 - 231 - 7328  
Fax : 022 - 231 - 7355

　

　     ①-6                  ②-6
   ①-10                 ②-9

いすゞ自動車
　CV商品企画室　ｼﾆｱｽﾀｯﾌ     
　　大倉　由喜路

Tel : 0466 - 45 - 2606
Fax : 0466 - 45 - 6394

自治体 異常発生件数 異常内容 判断 原因 対応 発生時期

Ａ 1 異常ランプ点灯 システム異常 部品等の破損 対策部品に交換 H11.8.19

異常ランプ点灯 システム異常 圧力設定の不良 設定値変更 H11.8.12

排気管漏れ 排気管破損 溶接強度増 H11.11.1

異常ランプ点灯 システム異常 圧力計，配管への水浸入 洗浄 H11.11.15

排気管漏れ システム異常 フィルタ容器の変形 フィルタ交換 H12.2

Ｃ 1 異常ランプ点灯 システム異常 不明 H11.12.29

Ｄ 1 再生ランプ消灯せず システム異常 プログラム変更部のバグ プログラム修正 H11.12.23

Ｅ 0 — — — — —

Ｂ 4

図３－２－14　自治体Ｅの連絡体制

表３－２－７　DPF装着自治体車両の異常発生状況一覧
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③DPF装着による車両性能への影響調査

a)燃費への影響

DPFシステムを装着することで排気系統の圧力

が変化し、燃費に影響をおよぼすことが懸念され

ている。燃費への影響を調査するために、自治体

ごとに月間の走行距離と燃料供給量から燃費を算

出した。比較のために同一仕様でDPFを装着して

いない車両の燃費も測定した。

図３－２－15に自治体Ａ車の燃費を示す。平成

11年７月から11月までのDPF装着車は6,248㎞走行

し、燃料消費量は1,538ｌで平均燃費は4.06㎞/ｌ

であった。それに対してDPF非装着車は7,678㎞走

行し、1,939ｌを給油して平均燃費は3.96㎞/ｌで

あった。DPF装着車の方が2.5％の燃費向上を示し

た。

図３－２－16に自治体Ｂ車の燃費を示す。自治

体Ａ車と同じ２トン積みの車両である。平成11年

８月から平成12年３月までのDPF装着車は13,717

㎞走行し、燃料消費量は3,125ｌで平均燃費は

4.39㎞/ｌであった。それに対して同一車両のDPF

非装着時（平成10年度）の平均燃費は4.38㎞/ｌ

でDPF装着の燃費への影響はないといえる結果を

示した。

図３－２－17に自治体Ｃ車の燃費を示す。積載

量が2.5トンで基本車両も自治体Ａ車、自治体Ｂ

車と異なり大型である。平成11年４月から平成12

年２月までのDPF装着車は9,767㎞走行し、燃料消

費量は4,053ｌで平均燃費は2.41㎞/ｌであった。

それに対してDPF非装着車は7,790㎞走行し、

3,062ｌを給油して平均燃費は2.54㎞/ｌであった。

DPF装着車の方が5.1％の燃費悪化を示した。10月

以降は使用場所の変更もあり、燃費が向上する傾

向を示している。

図３－２－18に自治体Ｄ車の燃費を示す。積載

量が3.35トンで５台の供試車両中最大の積載量で

ある。基本車両は自治体Ｃ車と同一である。平成

11年11月から平成12年３月までのDPF装着車は

9,999㎞走行し、燃料消費量は2,505ｌで平均燃費

は3.99㎞/ｌであった。それに対してDPF非装着車

は３台の合計が29,601㎞走行し、8,300ｌを給油
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図３－２－15　自治体Ａ車の燃費

図３－２－16　自治体Ｂ車の燃費 図３－２－18　自治体Ｄ車の燃費

図３－２－17　自治体Ｃ車の燃費
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して平均燃費は3.57㎞/ｌであった。DPF装着車の

方が11.8％良好な燃費を示した。自治体Ｄの場合

は各車両ごとに運転者が特定されているのである

が、DPF装着車の運転者の操作の影響が燃費の差

に現れていると考えられる。

図３－２－19に自治体Ｅ車の燃費を示す。積載

量は２トンで基本車両は自治体Ａ車、自治体Ｂ車

と同一である。平成11年７月から11月までのDPF

装着車は6,261㎞走行し、燃料消費量は1,698ｌで

平均燃費は3.69㎞/ｌであった。それに対してDPF

非装着車は6,301㎞走行し、1,709ｌを給油して平

均燃費は3.69㎞/ｌであった。DPF装着車の方が

11.8％良好な燃費を示した。

図３－２－20に５自治体の塵芥車の燃費比較を

示す。DPF装着車と非装着車では燃費の大きな変

化はなく、DPF装着による燃費への影響はほとん

どないといえる。一方、自治体Ｄと自治体Ｃの車

両は基本的には同一車両であるが、積載量は自治

体Ｄ車の方が大きく、負荷が高いにも関わらず

DPF装着車の燃費では自治体Ｄ車の方が1.5㎞/ｌ

程度良好な燃費を示した。DPFは車両性能に影響

をおよぼさないように設計されているので、燃費

に現れる影響はDPFの有無よりも地区によって異

なる走行および作業形態の方が大きいのではない

かと思われる。また、自治体ＤのDPF装着車の燃

費は非装着車に比べて良好な結果を示しているが、

これは運転者の操作の違いが影響していると思わ

れる。

b)排気煙排出濃度への影響

塵芥車の実証試験においては燃費の他に黒煙排

出濃度を測定した。しかし、DPF装着後は排気煙

排出濃度測定を実施しても，スモークメータの指

示値はゼロでほとんど排気煙が排出されないこと

から、一部の自治体で測定した。

図３－２－21に自治体Ｄ車におけるフリーアク

セル法での排気煙排出濃度の結果を示す。排気煙

排出濃度測定は試験法にしたがって実施されるの

で、DPF装着車と非装着車が同一仕様の別車両で

あっても、燃費測定時のようにそれぞれの運転者

の操作の違いは影響しない。DPF装着車の排気煙

排出濃度は非装着車に比べて大幅に低減している。

装着車の排気煙浄化性能は測定する回を追って向

上し、スモークメータでは測定出来ない。また、

目視でも排気煙は確認できない。DPFによる排気

煙除去率は90％以上であるから、スモークメータ

での測定は困難である。

図３．２－17　自治体Ｃ車の燃費
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図３－２－19　自治体Ｅ車の燃費

図３－２－20　塵芥車の燃費比較（DPF付きvs DPFなし） 図３－２－21　自治体Ｄ車の排気煙浄化性能
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c)使用者の評価

DPF装着車に関する使用者側の評価を整理する

ためにアンケート調査を行った。アンケート内容

は表３－２－３に示したが、DPFの価格は依然と

して高いとの意見が大勢を占めている反面、機能

および性能に対する満足度は高く、必要性も高い

ことが明らかでDPFが広く使用される基盤は形成

されつつあることが分かった。アンケートは使用

者側に対して実施したが、周辺住民に対する意見

聴取もDPFの評価を把握するには必要であると思

われる。

④PMおよび排出ガスの排出量調査

a)自動車メーカ製DPFシステムの概要

塵芥車の実証試験は、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅの５

自治体が参加した。いずれの自治体も路線バスで

の実証試験に参加しており、DPFに関して深い関

心を有している。

装着するDPFシステムは1種類であることから、

塵芥車も同一メーカの車両となり装着作業は車両

が決定した自治体から順番に装着し、10月末の自

治体Ｄで装着が完了した。塵芥車は自治体毎に荷

台（パレット）の架装状況が異なるので、DPF本

体および周辺機器類の配置はそれぞれ異なる。パ

レットが上げられる自治体Ｂ車と自治体Ｅ車の方

が装着作業は容易であると考えられる。また、同

一車種であっても自治体毎の作業内容の違いから、

前後車軸間の空間に差があるので、５自治体にお

けるDPFシステムの装着状態は全て異なり、使用

過程車への装着作業が困難であることが明らかで

ある。なお、装着する車両の選定は自治体が行っ

た。

排出ガスおよびPMの排出量測定には、５台の中

から自治体Ｂおよび自治体Ｃの２台の塵芥車を供

試車両とした。自治体Ｂ車は２トン積み、自治体

Ｃ車は2.5トン積みで、いずれも一般的な塵芥車

であるが、基準の車両が異なり自治体Ｃ車の方が

大きい。なお、自治体Ｃ車は平成10年度の供試車

両Ｄと同一車両である。

供試車両のうち２トン積み塵芥車は自治体Ａ，

Ｂ，Ｅが所有しているが、自治体Ａは自治体所有

の設備で測定可能であること、および自治体Ｅは

遠方でシャシダイナモメータ台上試験は通常業務

に支障を来すので、自治体Ｂの塵芥車で測定する

ことにし、推進検討委員会の承認を受けた。

試験モードはD-13と過渡走行モード（JARI一般

道，高速道，塵芥車）で塵芥車モードはJARI所有

の塵芥車モード以外に自治体ＢとＣ所有のモード

も追加して行った。

自治体ＢとＣの塵芥車モードは、それぞれの自

治体が所有するモードで収集作業中と収集後に集

積場まで輸送するモードに分かれている。収集作

業時のモードは極低速である。

b)D-13モード試験

自治体Ｃ車のシャシダイナモメータ台上試験で

の結果を図３－２－22に示す。PMの排出量は

0.2g/kWhで平均規制値の28％であり十分低い値と

なっている。NOxの排出量は6.8g/kWhと平均規制

値をやや上回っているが上限規制値以下である。

DPFを装着してもNOxの排出には大きな影響をおよ

ぼさないので、供試車両は始めからNOxの排出が

多かったと思われる。

自治体Ｂ車の結果を図３－２－23に示す。装着

したDPFシステムの構造は自治体Ｃ車と基本的に

同一であるが車両の大きさが異なる。PM排出量は

0.54g/kWhで平均規制値の77％と高い値になった。

試験中に前側のDPFから排出ガスの漏洩が確認さ

れたため、後方のDPFだけで捕集・再生を繰り返

して試験を継続した。そのため、フィルタの特性

を考慮すると今回の試験では本来の機能を満足し

ていなかったと考えられる。

自治体Ｃの塵芥車は平成10年度末（平成11年３

月）にDPFを装着してから、３回にわたりシャシ

ダイナモメータ台上試験を行い、経時変化を確認

するデータを得た。１回目からの変化率を図３－
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図３－２－22　D-13モード試験結果（自治体Ｃ車）
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２－24示す。装着後約12,000kmの走行ではCOに増

加傾向が見られるが、その他には大きな変化は見

られない。PMの浄化性能は安定しているといえる。

途中に車両の定期点検整備が入ったがDPFの清掃

等は行わず、経時変化調査のためにそのまま実証

試験を継続した。

本調査で塵芥車に装着したDPFシステムは周辺

部品の故障等による異常は発生したが、DPF本体

の劣化等による性能低下は12,000㎞程度では問題

ないといえる。

c)一般道、高速道、塵芥車走行モード

シャシダイナモメータ台上試験での各走行モー

ドにおける自治体Ｃ車のPM排出量とTHC，CO，NOx

の排出量を図３－２－25，図３－２－26に示す。
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図３－２－23　D-13モード試験結果（自治体Ｂ車）
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図３－２－25　自動車メーカ製DPFのPM排出量（自治体Ｃ車）
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図３－２－27　自動車メーカ製DPFのPM排出量（自治体Ｂ車）

図３－２－28　自動車メーカ製DPFの排出ガス排出量(自治体Ｂ車)
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モード平均車速が高くなるにしたがい１㎞当たり

のPMおよび排出ガスの排出量が低減する傾向は他

のシステムと同様である。モード平均速度が最も

低い塵芥車モードでは排出量が多く、作業中は歩

く程度の速度で移動する塵芥車は１㎞当たりのPM

排出量，排出ガス量が多くなっている。

同様に自治体Ｂ車のPM排出量とTHC，CO，NOxの

排出量を図３－２－27，図３－２－28に示す。モ

ード平均車速と１㎞当たりの排出量の関係は自治

体Ｃ車と同様である。PMおよび排出ガスの１㎞当

たりの排出量は自治体Ｃ車より少ない。

⑤研究成果

平成11年度は平成10年度末に自治体Ｃの塵芥車に

装着したDPFシステムを、自治体Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｅの

塵芥車に各１台ずつ装着して実証試験を行った。

DPFシステムはセラミック繊維の不織布による深

層濾過方式で電気ヒータ再生であるが、順調に試験

が行われた。５台の供試車両のうち自治体Ｃと自治

体Ｂの塵芥車についてはシャシダイナモメータ台上

試験によるPMおよび排出ガスの排出量調査を行い、

現行の規制値をクリアする性能であることが確認さ

れた。自治体Ｂ車でシャシダイナモメータ台上試験

中にDPFの作動不良が発生したが、実証試験でも発

生する可能性があり継続した調査が必要と思われる。

異常発生は運転席に配置した異常ランプの点灯で

確認されたが、システム異常の内容確認から復帰へ

のメーカの対応は迅速で問題なかった。しかし、

DPF装着車両が増加した場合、１社での異常対応は

困難であるから、系列の自動車メーカのディーラ網

を活用できるように体制を整備する必要がある。ま

た、供試車両は同一自動車メーカの車両であったの

で対応することは容易であったが、別メーカの車両

が含まれた場合は体制が複雑になる。実用化のため

にはメーカを越えた体制の構築が必要であることが

明らかになった。そのためにはデータの開示等が必

要になる。

DPFに関する関係者の評価は高く、塵芥収集作業

の従事者にも黒煙が排出されないことに対する満足

感が十分に高いことがアンケート調査からも明らか

になった。実証試験によって作業現場でもDPFの評

価が上昇したと考えられる。

⑥今後の課題

５自治体の塵芥車に装着して実証試験を行った結

果、自動車メーカのDPFシステムは耐久性・信頼性

の高いシステムであることが明らかになった。しか

し、現在は車両数が少ないのでメーカの対応が隅々

まで行き届く状態であるが、今後車両数が増加した

ときのメンテナンス体制を確立しておくことが必要

である。

塵芥車を想定した小型・中型トラック用DPFシス

テムが２年間に構築され、性能も問題ないといえる

状況で５自治体での実証試験が継続されている。実

証試験の結果から汎用性向上の目的は達成されたと

いえる。

今回のDPFは１システムで装着する車両について

も２車種だけであり、自治体も５カ所と限定された

範囲での対応であった。そのため、異常事態発生時

には迅速にメーカが行動して、日常業務に支障を来

さない範囲で対応することができた。しかし、シス

テムおよび車両の種類が今後増加する場合のメンテ

ナンス体制は、１社の数人で対応することは不可能

になるので自動車メーカのディーラ網を活用する体

制作りが急務となる。

平成12年度以降には自治体が評価試験を継続する

ので塵芥車の運行地域周辺の住民に対するDPF評価

の調査を行い、広範囲の評価としてまとめることが

必要であると考える。
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Ⅱ－４　汎用性向上型及び自動車

メーカ製DPFシステムの

課題

１．汎用性向上型DPFシステム

　平成９年度調査

a)平成９年度調査では、供試車両の平ボディー車に

装着出来るDPFシステムを第１次汎用性向上型DPF

システムとした。そのシステムの開発目標は、PM

および黒煙の排出量に対する低減目標値ではなく、

供試車両に装着出来る寸法・構造でDPFの機能を

満足することとし、シャシダイナモメータ台上試

験の結果から多種多様なディーゼル車両にも適用

出来る汎用性向上型DPFシステムとしては、その

第一段階の目標を達成した。しかし、対象となる

車両は数多く汎用性の基準を検討しなければなら

ない。

b)事業開始時には、路線バスと同様に走行形態が定

型的で定期的な保守管理が行われている各自治体

の塵芥車を想定したが、それ以外の車両も調査し

て協力自治体との対象車両の検討が必要である。

c)今後は、PMおよび黒煙の排出量に対して具体的な

低減目標値を設定することが制御を含めたシステ

ム設計に必要であるが、目標値をどの試験モード

で設定するか検討しなければならない。PMについ

ては、定常走行モードではなく過渡走行モードで

評価することが必要であると思われる。

d)供試車両にDPFシステムを装着して行ったモード

試験において、THC,COの排出量が増加する傾向が

確認された。この結果から、第２次汎用性向上型

DPFシステムでは排出ガス低減対策を施さなけれ

ばならない。具体的には酸化触媒の配置を検討す

るが平成９年度で触媒仕様の検討を行い、その効

果は平成10年度に調査する計画である。

　触媒の使用は、再生方式の拡大につながり排出

ガスの浄化だけではなく触媒燃焼方式等による自

己再生方式の可能性が得られればDPFシステムの

小型軽量化、システムの簡素化等の課題に対して

フルフロータイプのDPFシステムを検討する場合

の指標が得られる。しかし、その一方で自己再生

のためには高温の排出ガスの供給が不可欠でDPF

システムだけではなくエンジンを含んだ最適制御

が必要である。

　平成10年度調査

a)平成10年度調査では、平成９年度の第１次汎用性

向上型DPFシステムに酸化触媒装置を組み込んで

第２次汎用性向上型DPFシステムを構築し評価試

験の結果から、その機能を確認することが出来た。

しかし、対象となる車両は数多く、ヘアクラック

等の外部からは全く確認出来ない問題も生じるこ

とから耐久性の基準を検討する事が必要である。

b)塵芥車用のDPFを希望する自治体が多く、２トン

積み塵芥車あるいは４トン積み塵芥車用DPFシス

テムが必要とされているので開発対象を４トン積

み車両にまで拡大して検討する。

c)今後はPMおよび黒煙の排出量に対して、具体的な

低減目標値を設定することが制御を含めたシステ

ム設計に必要であるが、目標値をどの試験モード

で設定するか検討しなければならない。PMについ

ては、定常走行モードではなく過渡走行モードで

評価することが必要である。

d)第２次汎用性向上型DPFシステムでは酸化触媒装

置を組み込んだが、サルフェート、SOF、ASHへの

対策を進めることが必要である。

e)触媒の発熱反応による自己再生方式の可能性が得

られれば、DPFシステムの小型軽量化、システム

の簡素化等の課題に対してフルフロータイプの

DPFシステムを検討する場合の指標が得られる。

しかし、その一方で自己再生のためには高温の排

出ガスの供給が不可欠でDPFシステムだけではな

くエンジンを含んだ最適制御が必要である。

　平成11年度

実用化を考慮して耐久性・信頼性の向上を主題とし

た第３次汎用性向上型DPFシステムは、良好なPM除去
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性能を示し、平成16年規制も現状のままで満足できる

余裕のあることが明らかになったが、耐久性について

は未解決な部分もある。しかし、捕集・再生が確実に

行われPM規制値に対する余裕度も高いので、実用化に

一歩踏み出したと考えられる。走行試験を行って耐久

性・信頼性を評価すること、およびできる限り小型軽

量化を図ることが課題である。

本システムは電気ヒータを使用した再生方式である

ため、発電器とバッテリーの容量拡大が必要である。

供試車両には冷凍車などの発電器を２台装着できる仕

様もあるので、発電容量の拡大は比較的容易であった

が、DPFの再生には２kWの電力が必要で，発電器の容

量拡大と発電量の高効率制御が必須の条件となる。そ

のため、車種によっては複数の発電器を装着出来ず、

第３次汎用性向上型DPFシステムを装着出来ない車両

もでてくる可能性がある。発電系統の開発に関しては

自動車メーカの協力が得られなければ、システムとし

て成立が危ぶまれることになると思われる。

２．自動車メーカ製DPFシステム

　平成10年度

a)自動車メーカ製DPFシステムは路線バスでの実績

に基づいたもので性能は問題ないが、走行状態の

異なる塵芥車での耐久性・信頼性に関して未知数

の部分がある。今後の自治体での実作業に供する

ことでデータの蓄積を図ることが必要である。

b)２トン車用に比べて４トン車用は極めて短期間で

システムが構築された。現状では１社のシステム

であるが、このシステムが他の車両に装着できる

ようになることも汎用性拡大につながるといえる。

　平成11年度

a)塵芥車に装着して実証試験を行った結果、自動車

関連メーカのDPFシステムは、耐久性・信頼性の

高いシステムであることが明らかになった。しか

し、現在は車両数が少ないのでメーカの対応が

隅々まで行き届く状態であるが、今後車両数が増

加したときのメンテナンス体制を確立しておくこ

とが必要である。

b)塵芥車を想定した小型・中型トラック用DPFシス

テムが２年間に構築され、性能も問題ないといえ

る状況で５自治体での実証試験が継続されている。

実証試験の結果から汎用性向上の目的は達成され

たといえる。

c)今回のDPFは1システムで装着する車両についても

２車種だけであり、自治体も５カ所と限定された

範囲での対応であった。そのため、異常事態発生

時には迅速にメーカが行動して、日常業務に支障

を来さない範囲で対応することができた。しかし、

システムおよび車両の種類が今後増加する場合の

メンテナンス体制は、１社の数人で対応すること

は不可能になるので自動車メーカのディーラ網を

活用する体制作りが急務となる。

d)平成12年度以降には自治体が評価試験を継続する

ので、塵芥車の運行地域周辺の住民に対するDPF

評価の調査を行い、広範囲の評価としてまとめる

ことが必要であると考える。
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Ⅱ－５　総　括

自動車関連メーカ製DPFシステムと第３次汎用性向

上型DPFシステムの結果から、大型路線バスに続いて

塵芥車を想定した小型・中型トラック用DPFシステム

も構築されたといえる。さらに、ディーゼル自動車の

PM低減に対する社会的要求が強まっている昨今の状況

を考慮すると、今後は大型路線バスおよび小型・中型

トラック以外のディーゼル車両（特に大型トラック）

等にもDPFシステムの適用拡大に向けて、搭載性，使

用モードの変化等を踏まえて汎用性向上についての早

急な検討が必要である。

日本国内におけるDPFは、触媒を用いた連続再生方

式が主流になるが、これまでのエンジンの開発状況や

燃料中の硫黄分低減に向けた石油業界の対応，国内の

都市部での走行モードおよびDPF本体の技術上の問題

等から、連続再生方式がすぐにも従来型のヒータ等に

よる再生方式を用いたDPFシステムを凌駕することは

困難である。そのため、連続再生方式が完成するまで

は従来型DPFシステムがそのつなぎ役として重要な役

目を果たすことになるので、継続して実績を積み重ね

ることが必要である。

汎用性拡大の視点から、熱源によって600℃以上の

温度でフィルタを再生する方法だけでなく連続再生方

式についても範囲を拡大して調査することが必要であ

る。特に触媒反応を利用した連続再生方式は国内外の

DPFメーカによって開発・試作が進められている状況

であり、小型軽量でメンテナンスフリー、しかも制御

系統やヒータ電源のために発電系統の能力拡大などの

改造を施す必要がないことから安価になるシステムで

あるので、DPFの普及を推進するためには短期間に完

成を急がなければならない。
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